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研究報告書について

　本研究報告書は、調査研究「障害のある子どもの教育における情報手段活用についての知識・技能の効果的

な普及方策に関する実際的研究」の研究成果を報告するものです。

　この調査研究では、障害のある子どもの教育における情報手段活用に関する知識・技能をどのようにすれば

効果的・効率的に普及できるかを、研究所で実施する平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」

の企画・実施・評価・フォローアップを通じて検討しました。本研究により、情報手段活用に関する研修にお

いて、講義、実習、演習、ｅラーニングをどのように組み合わせて実施すればよいかについての知見や、効果的・

効率的な研修の実施方法や改善点についての知見を得ることをねらいとしています。

　この調査研究の成果は、今後の研究所における情報手段活用に関する研修の実施に生かされていきますが、

情報手段活用に関する知識・技能の普及を図るさまざまな研修の場においても参考にしていただければ幸いです。

　本研究を実施するにあたり、研究協力者をはじめご協力いただいた皆様に感謝いたします。
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第１章　　研 究 の 概 要

　この章では、調査研究「障害のある子どもの教育における情報手段活用についての
知識・技能の効果的な普及方策に関する実際的研究」の研究の概要、研究体制、研究
の経緯、研究報告書の構成等について述べている。
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　ここでは、調査研究「障害のある子どもの教育における
情報手段活用についての知識・技能の効果的な普及方策に
関する実際的研究」の研究の概要、研究体制、研究の経緯、
研究報告書の構成等について述べる。

Ⅰ　研究の概要

１．研究の目的
　本研究は、障害のある子どもの教育における情報手段活
用に関する知識・技能をどのようにすれば効果的・効率的
に普及できるかを、研究所で実施する平成19年度「情報手
段活用による教育的支援指導者研修」 の企画・ 実施・ 評
価・フォローアップを通じて検討することを目的としてい
る。

２．研究課題設定の理由
　独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の教育研修情
報部では、専門的研修のモデルプログラムの開発・提供を
行うことが所掌事務のひとつとなっている。また、障害の
ある子どもの教育における情報手段の活用に関する調査及
び研究を行うことも所掌事務のひとつとなっている。
　本研究では、これらの両方に関係する研究課題として、
平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」
をモデル研修として位置づけ、 この研修の「企画→実施
→評価→改善」の各プロセスについて検討することによっ
て、障害のある子どもの教育における情報手段活用に関す
る知識・技能を効果的・効率的に普及するための研修の実
施方法について知見を得ることをねらいとしている。ま
た、 本研究を通じて、 研修前の事前学習と研修後のフォ
ローアップの有効な実施方法について知見を得ることもね
らいとしている。

３．本研究に関連する研究所の取組
　本研究に関連する研究所の取組としては、教員研修の在
り方については、特別研究「教員の資質の向上と教員支援
システムに関する研究」において、障害のある子どもの教
育を担当する教員の研修と支援システムの在り方について
検討している１）。

　研修におけるｅラーニングの活用については、まず、プ
ロジェクト研究「障害のある児童生徒等の教育の総合的情
報提供体制の構築と活用に関する実際的研究」において、
教員研修におけるｅラーニングの活用の試みについて報告
している２）。また、この研究でさらに継続して検討が必要
な課題について検討を行った調査研究「障害のある児童生
徒等の教育の総合的情報提供体制におけるコンテンツの充
実・普及方策に関する実際的研究」においても、ｅラーニ
ングの活用方法について検討している３）４）５）。
　本研究は、研究所におけるこれらの検討を踏まえて、平
成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」を
モデル研修として位置づけ、この研修における研修内容、
実施方法、ｅラーニングの活用方法について実際的な知見
を得ることをねらいとしている。

４．研究の意義
　本研究により、情報手段活用に関する研修において、講
義、実習、演習、ｅラーニングをどのように組み合わせて
実施すればよいかについての知見が得られ、効果的・効率
的な研修の実施方法や改善点についての知見が得られる。

５．研究の特色
　本研究の特色は下記の点である。
　１）実際の研修会を通じて検討する実際的な研究である。
　２） 体験型の研修とインターネットを利用したｅラーニ

ングを融合させた取組である。
　３） 本研究所で実施している研修の改善・充実に結びつ

く研究である。

６．研究の寄与
　特別支援教育における情報手段活用の推進は重要な課題
のひとつであり、本研究は、障害のある子どもの教育に
おける情報手段活用についての知識・技能の普及に貢献す
る。また、特別支援教育における情報手段活用についての
研修の実施方法に関する実際的な知見が得られ、研究所で
実施する研修や各地で実施される研修の質の向上に寄与す
る。

研　究　の　概　要

渡邉　章
（教育研修情報部）
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Ⅱ　研究体制

１．所内研究分担者
　所内研究分担者は、教育研修情報部の研修企画担当及び
情報普及担当である下記のメンバーから構成されている。
　渡邉　章　　教育研修情報部・総括研究員（研究代表者）
　太田容次　　教育研修情報部・主任研究員（サブリーダ）
　中村　均　　 教育研修情報部・上席総括研究員、教育研

修情報部長
　松村勘由　　教育研修情報部・総括研究員
　横尾　俊　　教育研修情報部・主任研究員
　渡邉正裕　　教育研修情報部・研究員
　柳澤亜希子　教育研修情報部・研究員

２．研究協力者
　研究協力者として、平成18年度「情報手段活用による教
育的支援指導者研修」の受講者より下記２名に依頼した。
　今村典宏　　福井県立南越養護学校・教諭
　福島浩之　　長崎県立希望が丘高等養護学校・教諭

３．原稿執筆者
　上記の所内研究分担者と研究協力者に加えて、平成19年
度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」の受講者
である下記２名に、平成19年度受講者の立場からの原稿執
筆を依頼した。
　織田晃嘉　　大阪府立茨木養護学校・教諭
　和田克彦　　広島県立広島北特別支援学校・教諭

Ⅲ　研究の経緯

　本研究の実施経過は、下記のとおりである。

［平成19年］
４月　 平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者

研修」の企画検討
５月～７月　研修の効果的な実施方法の検討
８月　 受講者用Webサイトの開設及び事前学習用講義配

信開始
９月　 平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者

研修」の実施
９月　受講者アンケートの実施
９月　 第45回日本特殊教育学会大会自主シンポジウムにお

ける報告
９月　研究協議会の実施
10月～ 11月　受講者アンケートデータの整理・改善点の検討
11月～ 12月　学校訪問調査、 インターネットを利用した

フォローアップ
12月　フォローアップ調査の実施

［平成20年］
１月　原稿締め切り
２月　研究報告書編集作業
３月　研究報告書完成

Ⅳ　研究成果

　本調査研究の研究成果は、以下のとおりである。

・ 自主シンポジウム「主体的な参加を促す研修のあり方を
考える－情報手段活用による教育的支援指導者研修を通
して－」．第45回日本特殊教育学会，平成19年９月．

・ 平成19年度調査研究「障害のある子どもの教育における
情報手段活用についての知識・技能の効果的な普及方策
に関する実際的研究」研究報告書（本報告書），平成20
年３月．

　また、本研究の概要と実施経過については、下記の研究
所Webサイトにより、情報提供を行っている。

　http://www.nise.go.jp/blog/2007/10/post_706.html

　なお、 本研究報告書は、 下記の研究所Webサイトに掲
載する予定である。

http://www.nise.go.jp/kenshuka/josa/kankobutsu/
pub-b.html

Ⅴ　研究報告書の構成

　本研究報告書の第２章以降の部分は、次のような構成と
なっている。
　第２章は、 研究所における情報手段活用に関する研修
コースの推移について述べている。ここでは、１）研究所
の研修事業、２）短期研修「教育工学コース」と「情報教
育コース」、３）「情報手段活用による教育的支援指導者研
修」、について述べている。
　第３章は、平成19年度「情報手段活用による教育的支援
指導者研修」の取組について述べている。ここでは、１）
平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」
の研修企画の取組、２）平成19年度「情報手段活用による
教育的支援指導者研修」の実施概要について、３）平成19
年度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」の実施
結果と今後の改善点について述べている。
　第４章は、研修支援ツールの活用について述べている。
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ここでは、まず、１）研修用コンテンツの蓄積と活用を支
援するためのシステムについて報告し、次に、２）事前学
習及びフォローアップにおける研修支援ツールの活用につ
いて報告している。
　第５章では、「情報手段活用による教育的支援指導者研
修」に参加した研修受講者の立場から、この研修での体験
について述べていただいた。まず、平成18年度受講者の立
場から、１）電子会議室を利用した受講後の継続的な研修、
２）研修から学んだことを地域でいかに還元していくか、
について報告していただいた。次に、平成19年度受講者の
立場から、１）研修の成果を学校でいかに活用していくか、
２）受講者の主体的な研修参加、について報告していただ
いた。
　第６章は、研修評価方法の検討について述べている。こ
こでは、１）初めての試みとして実施した平成19年度「情
報手段活用による教育的支援指導者研修」のフォローアッ
プ調査の結果について、２）研修評価の課題と今後の研修
評価の在り方について述べている。
　第７章は、本調査研究で得られた知見のまとめと今後の
課題について述べている。
　巻末には、本調査研究に関する資料を掲載している。
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生徒等の教育の総合的情報提供体制におけるコンテンツ
の充実・普及方策に関する実際的研究（平成17年度～平
成18年度）」研究報告書，独立行政法人国立特別支援教
育総合研究所，37-39，2007．





第２章　　研究所における情報手段活用に関する
研修コースの推移　　　　

　この章では、研究所における情報手段活用に関する研修コースの推移について述べ
ている。すなわち、１） 研究所の研修事業、２） 短期研修「教育工学コース」と「情
報教育コース」、３） 「情報手段活用による教育的支援指導者研修」について述べている。





－5－

Ⅰ　研究所の研修事業

　独立行政法人特別支援教育総合研究所は、昭和46（1971）
年10月に国立特殊教育総合研究所の名称の下、文部省（当
時）の直轄研究所として発足した。翌昭和47年度には教員
研修を開始した。 半年間の長期研修と１月間の短期研修
で、短期研修は障害種別ごとの８コースが開設された。さ
らにその翌年には、長期研修は１年間、短期研修は２月余

（３ヶ月研修と呼ばれたこともあったが実質は２月余）に
延長されて、その後短期研修のコース編成の変更や期間に
若干の変動はあったものの、ほぼ同じ長さの期間で長期研
修・短期研修が実施された。昭和58（1983）年には、短期
研修よりも更に短期間の講習会が開設され、その後その種
類は増加した。平成12（2000）年度に実施された研修事業
は、長期研修、短期研修８コース、講習会４コースであっ
た。
　平成13（2001）年４月、研究所は独立行政法人として再
出発したが、これまで実施してきた研修・講習会に加え、
さらに文部科学省から移管された２講習会が開設されるこ
とになった。その後も研修・講習会のコースの新設・統廃
合が行われた。これら研修・講習会のうち、長期研修は平
成18（2006）年度限りで廃止され、１年間の研修コースと
しては平成19年度から特別支援教育研究研修員制度が発足
した。なお、長期研修廃止にともなって、従来からの短期
研修は特別支援教育専門研修と名称を改めた。
　さて、本研究のテーマである情報手段活用に関しての研
修であるが、長期研修では次のような状況であった。即ち、
長期研修生（当時の呼称。その後、長期研修員）は研究室

（平成８年から研究部）が受け入れることになっていたた
め、昭和47（1972）年５月設置された教育工学研究部の教
育工学研究室が昭和49（1974）年度には教育工学を自己の
研修課題とする長期研修生を受け入れている。教育工学を
課題とする長期研修生は毎年派遣されてきたわけではない
が、その後も受け入れはあり、昭和60（1985）年頃から、
年によっては３名受け入れる状態が出来た。一方、短期研
修はコース編成が障害種別で行われていたため、教育工学
を研修課題とするコースは開設されていなかった。状況に

変化が生じたのは平成３（1991）年からであった。

Ⅱ　短期研修「教育工学コース」と「情報教育コース」

　昭和60（1985）年度から、文部省（当時）が学校がコン
ピュータ等を購入するのに対して補助金を出すようになっ
た。これは障害のある子どもの教育の分野でも大きな変
化が起こるきっかけとなった。盲・聾・養護学校及び特殊
教育センター等で実施されてきた実践研究課題の推移を調
べた中村（1997）によれば、コンピュータに関する研究課
題数が1986年から急増し1990～1993年にピークを迎えてい
る。
　学校現場の混乱は大きかったようである。「コンピュー
タは導入した。しかし、使いこなせる教員がいない。ソフ
トウェアもない。さてどうする？」といった状況だという
ことがあちこちから聞こえてきた。研究所の教育工学研究
部では、昭和50年代の終盤から障害のある子どもの教育に
おけるコンピュータの利用に関する研究課題を開始し、少
数ながらソフトウェア開発も行っていた。また、研究所で
の開発だけではソフトウェアの数が足りないのは明白だっ
たので、学校現場の教員の開発したソフトウェアの提供も
得て、ソフトウェア・ライブラリも作りつつあった。昭和
60年以降、これらを目当ての盲・聾・養護学校からの来訪
者・見学者が激増した。コンピュータを障害のある子ども
の教育に利用することに関して何らかのヒントを得たい、
できればソフトウェアも無償ないし極めて安価で入手した
いというものであった。特に年度末の２月、３月には来訪
者が集中し、正確な記録は残っていないが、ほぼ毎日、場
合によっては同一の日に複数の学校からの来訪者を迎える
ことすら少なくなかった。教育工学研究部の仕事に支障が
起こる状況であり、さらに、それらの来訪の中には予算消
化が主目的だと思われるものもかなり混じっていたため、
次の年度は来訪者・見学者の受け入れは４～１月のみと
し、２～３月は受け入れないことにすることも試みた。と
ころが、その２～３月になると、校長・教頭からの直談判
の、あるものは懇願の、あるものは強引な電話による来訪
申し込みがあり、相当件数の受け入れは行わざるを得なく
なった。

研究所における情報手段活用に関する研修コースの推移

中村　均
（教育研修情報部）
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ソフトウェアの提供についても問題があった。担当職員数
や会計規則の面から、コピー・サービスを実施するのは困
難であり、そもそもそれ以前の著作権の問題が解決できて
いなかった。来訪者に対して事情を説明し、所蔵するソフ
トウェアは見本・手本として供覧する程度に止めざるを得
なかった。
　前述したように、コンピュータの利用を研修課題とする
長期研修員は受け入れていた。しかし、短期研修にはそれ
に対応するコースは開設されていなかった。それまで短期
研修のコース編成が障害種別で行われていたためだという
理由も既に述べたが、それ以外にも大きな課題があった。
即ち、コンピュータの利用に関する研修コースでは不可欠
であると考えられる実習・演習を行うのに必要な台数のコ
ンピュータが、研究所になかったのである。当時の研究所
におけるコンピュータの利用は、大型のコンピュータに接
続する端末が部課に１台程度配備され、これが各種の業務
に使われるという程度であった。研究課題等で必要が生じ
れば、それ以外に１台、２台とパーソナル・コンピュータ
を購入して使うことが可能ではあったが、それにしても保
有台数は少なく、２ヶ月余りの短期研修の期間中受講者の
利用に提供する余裕はなかった。
　しかし、問題解決を全く怠っていたわけではない。研究
所内に事務局が置かれた心身障害児教育財団（当時。 現
在は障害児教育財団）の主催する「マイコン講習会」が夏
期に数日間開催され、これには職員が積極的に関わってい
た。この講習会では、必要な台数のコンピュータをこの期
間だけ借入し、その費用を参加費で賄うことによって、実
習・演習を可能にした。
　平成２（1990）年、短期研修コース編成の見直しが行わ
れ、翌平成３年度から教育工学コースが開設されることに
なった（マイコン講習会はこの年限りで終了することに
なった）。十分な台数のコンピュータやソフトウェアが準
備できたわけではないが、それらの体制が整うのを待って
いてでは時代の要請に遅れすぎると判断しての、いわば見
切り発車であった。幸か不幸か、20名の募集に対して受講
者数は13名であった。コンピュータの台数からは、１人１
台に近い状況で実習・演習が行える見通しができた。ただ
し、ソフトウェア面では整備が行き届かず、例えば、当
時広まりつつあったOSである、マイクロソフト社のMS-
DOSですらコンピュータの台数分なく、受講者が所有し
ているものがあれば持参するよう依頼する状況であった。
この短期研修コースは、「教育工学コース」であり「コン
ピュータ利用教育コース」ではなかったので、カリキュ
ラム内容としては学習理論、教育機器全般、教材・教具な
ど教育工学の分野で取り扱うべきものが一渡りカバーされ
ていた。ただし、主要な話題はコンピュータに関連した事
項で、基礎から応用まで講義と実習・演習が大きな位置を

占めていた。巻末の資料１として、短期研修各コース共通
の講義等は省いた、平成３年度の教育工学コース独自の講
義・演習等の題目を示す。
　受講者に関しては、コンピュータについての経験の度合
いにばらつきが大きかった。コンピュータをいち早く導
入した学校で先導的な試みを続けてきていて、ソフトウェ
ア作成のためのプログラミングも不自由なく行える教員が
さらなるレベルアップを目指して参加しているのに併行し
て、コンピュータに触れた経験がほとんどない教員も混在
した。例えば、短期研修コース開設３年目の平成５（1993）
年度であっても、受講者18名中２名はコンピュータを操作
した経験がなかった（中村, 1994）。日常的に使用している
受講者は10名だった。６名は、コンピュータは使用するが、
その程度は頻繁ではないという回答だった。
　その後、教育工学コースは概ね受講者10名台で推移し、
平成14（2002）年度から「情報教育コース」と名称を改め
た。ただし、この改称はカリキュラムに大きな変更を伴っ
てはいない。毎年受講者の要望に応えるべく可能な限りの
改善を続けてきており、それら毎年行う程度の、いわば例
年並みの改善が図られただけであった。その理由は次の通
りである。即ち、前述したように、その前年、平成13年に
研究所は独立行政法人として再出発したのだが、一部改組
が行われ、教育工学研究部は情報教育研究部となった。短
期研修の各コースは基本的に担当研究部が担い、教育工学
コースは教育工学研究部が担当していた。その研究部の名
称が情報教育研究部と変わったので、そこが担当する短期
研修コースの名称も情報教育コースと変わったのである。
巻末の資料２として、やはり短期研修各コース共通の講義
等は省いた、平成14年度の情報教育コース独自の講義・演
習等の題目を示す。資料１と比較すれば大きな違いがある
のは事実だが、この違いの大部分は平成13年と14年度の間
に生じたものではなく、平成３年以来コンピュータに関連
した時代の変化に伴って漸次行われてきたカリキュラム改
善の集積したものである。例えば、平成３年度の講義・演
習の一覧表には全くないインターネット関連の講義・演習
が平成14年度の一覧表にはその名称が直接題目に出ている
ものだけでも３題目12時間分設定されているが、これはこ
の年にいきなり設定されたということを意味しない。イン
ターネットが一般社会に広く広まるのは1995年の商用化以
降であるが、 教育工学コースではそれよりも早く平成６

（1994） 年のカリキュラムに講義を３時間設定している。
資料２に示された時間増はその延長上にある。 教育工学
コース・情報教育コースの受講者数の推移を表１に示す。
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表１　教育工学コース・情報教育コースの受講者数

年度（平成）　 受講者数

３　　　　　　13
４　　　　　　15
５　　　　　　18
６　　　　　　10
７　　　　　　13
８　　　　　　18
９　　　　　　７
10　　　　　　13
11　　　　　　10
12　　　　　　16
13　　　　　　15
14　　　　　　７
15　　　　　　７

Ⅲ　「情報手段活用による教育的支援指導者研修」

　表１に示した短期研修の教育工学・情報教育コースの受
講者数を見れば、 平成９年度に一時的に１桁台の受講者
だったのを除き、平成13年度までは10～18名で推移してき
た。ところが、平成14年度に１桁台の７名に減少し、15年
度もそのままだった。独立行政法人は業務・運営の見直し
を絶えず行う必要があり、 役割を終えた事業や地方自治
体・民間で実施可能な事業の継続は許されない。受講者数
が１桁台で推移する短期研修コースをそのまま継続するの
は適当でなくなった。
　しかし、教員誰もがコンピュータを使いこなし、障害の
ある子どもの教育に情報手段が十分活用されるようになっ
たために国レベルの教員研修が不要になったとは考えられ
なかった。例えば、文部科学省は学校の情報化施策として、
平成17（2005）年度までに「概ね全ての教員がコンピュー
タを使って指導ができる」ようにすることを目標として
掲げていたが、平成15年３月31日現在では、盲・聾・養護
学校教員のうちコンピュータを使って指導ができる教員は
37.4％にすぎなかった（文部科学省, 2003）。また、情報教

育コース以外の短期研修コースで情報手段活用についての
講義を実施し、希望者には時間外に教材作成や支援機器の
実習を行ってきたのだが、その希望者数から判断して需要
が減ったとは考えられなかった。
　研修員は主に都道府県から研究所に派遣される。都道府
県の研修員派遣用の予算は、全体としては減額傾向にある
ものの、極端に増減することはない。情報手段の活用に関
する教員研修の必要度はあっても、より緊急度・重要度の
高い課題があれば、そちらに優先的に研修員が派遣される
はずである。多額の派遣予算を必要としない研修講座を開
設すれば、より多くの教員の受講が望め、情報手段活用の
ノウハウを普及できるのではないかと考えた。
　そこで、平成15（2003）年度限りで短期研修の情報教育
コースは廃止し、それに替わって平成16年度から、期間を
２週間（実質10日間）に短縮し、募集人員は20人から60人
に増やした「情報手段活用による教育的支援指導者講習
会」を開設することにした。この講習会における講義・演
習等を資料３として示す。なお、本講習会の目的を的確に
表現しようとするのならば、「情報通信手段の活用を中心
としたアシスティブテクノロジー講習会」となろうが、ア
システィブテクノロジーが一般の人に理解が行き届いてい
るとは思えない状況を勘案して前記の名称を採用した。
　平成19（2007）年度は、研究所の研修事業全体の見直し
の中で、知識・技術を一方的に伝えるものではない研修
コースは「講習会」ではなく「研修」という名称を使うと
いう整理の下で、「情報手段活用による教育的支援指導者
研修」と名称を改めた。

引用文献

１ ）文部科学省：学校における情報教育の実態等に関する
調査結果, 2003．
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究報告書「心身障害児学習用コンピュータソフトの開発
とその普及方策に関する研究」, 国立特殊教育総合研究
所, 89-92, 1994．

３ ）中村　均：特殊教育とマルチメディア技術．情報管理, 
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第３章　平成19年度「情報手段活用による教育的支援
 指導者研修」の研修企画及び実施結果

　この章では、平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」の取組につ
いて述べている。ここでは、１）平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者
研修」の研修企画の取組、２）平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研
修」の実施概要について、３）平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」
の実施結果と今後の改善点について述べている。
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Ⅰ　はじめに

　本稿では、平成19年度「情報手段活用による教育的支援
指導者研修」の研修企画の取組と、その実施結果について
報告する。すなわち、平成18年度の「情報手段活用による
教育的支援指導者研修」の実施を踏まえて、平成19年度の
研修企画ではどのような点が改訂されたか、そしてその実
施結果はどのようなものであったかについて述べる。

Ⅱ　本研修に関係する研究所の取組

　研究所における「情報手段活用による教育的支援指導者
研修」の実施に至る経緯は、第２章で報告されているとお
りであるが、本研修には、研究所で行ってきた研究を踏ま
えて、新しい試みが盛り込まれている。
　本研究所では、プロジェクト研究「障害のある児童生徒
等の教育の総合的情報提供体制の構築と活用に関する実際
的研究」において、教員研修におけるｅラーニングの活用
の試みについて報告し１）、さらに調査研究「障害のある児
童生徒等の教育の総合的情報提供体制におけるコンテンツ
の充実・普及方策に関する実際的研究」において、ｅラー
ニングの活用方法について検討してきた２）３）４）。
　これらの研究の成果を、研究所で実施している研修に実
際に応用することをねらいとして、本研修では、平成18年
度から、１）インターネットを通じた事前学習用講義の配
信、２）受講者間の情報共有及び意見交換のための電子会
議室の利用、３）研修終了後のフォローアップのための電
子会議室の利用、という取組を開始した。
　本調査研究では、平成19年度「情報手段活用による教育
的支援指導者研修」をモデル研修として位置づけ、研修内
容、実施方法について検討するとともに、上記のｅラーニ
ングの活用方法について検討し、研修の改善・充実をはか
ることをねらいとした。

Ⅲ　平成19年度「情報手段活用による教育的
支援指導者研修」の研修企画の取組

１．研修企画検討のプロセス
　平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研
修」の研修企画についての検討プロセスは下記のように行
われた。
　①　平成18年度アンケート調査結果の分析
　②　アンケート調査結果を踏まえた改善点の検討
　③　平成19年度研修プログラムの作成
　これらのプロセスについて、以下に述べる。

２．平成18年度アンケート調査結果
　１）平成18年度アンケート調査の概要
　平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研
修」の企画を行う際に、平成18年度の「情報手段活用によ
る教育的支援指導者研修」の受講者へのアンケート調査結
果の分析から、 研修プログラムの改善点について検討を
行った。
　平成18年度の受講者数は36名であり、そのうち30名から
回答が得られた。回収率は、83%であった。
　平成18年度のアンケート調査用紙は、資料４に示すもの
であり、１）全体としての満足度、２）プログラム内容・
編成について、３）研修の支援体制について、４）施設・
設備について、５）生活環境について、の項目から成って
いた。
　本研究では、研修プログラムの検討という観点から、密
接に関係のある２）の「プログラム内容・編成について」
の調査項目への回答結果について示す。
　２）プログラム内容・編成について
　「プログラムの内容や編成の方法は適切であったと思い
ますか」という設問に対する回答結果は、図１に示すとお
りであった。

平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」の
研修企画及び実施結果

渡邉　章
（教育研修情報部）
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図１　プログラム内容・編成について

　この図に示されているように、プログラムの内容や編成
の方法については、「とても適切であった」という回答が
23%、「適切であった」という回答が60%となっており、
これらを合わせると83 %となっていた。「どちらかといえ
ば適切ではなかった」という回答は７ %となっていた。
　この結果から、平成18年度のプログラムの内容や編成方
法については、おおむね適切であると受講者から評価され
ているということができる。
　この設問への自由記述回答は、資料５に示されている。
この自由記述回答には、改善が必要であると考えられる点
に関する記述も含まれていた。
　平成19年度の研修企画に際しては、これらの自由記述回
答を検討し、研修をさらに充実したものとするための改善
点について検討した。

３．アンケート調査結果を踏まえた改善点の検討
　平成18年度アンケート調査の自由記述回答について研修
実施グループで検討したところ、次のような点が改善点と
してあげられた。
　①　受講者レポートの作成方法の明確化
　②　配信講義ビデオの改訂
　③　研修の趣旨についての理解促進
　④　研修の進め方の明確化
　⑤　研究協議の時間の拡充及び充実
　⑥　実地研修（学校見学）の見直し
　まず、①については、事前に提出する受講者レポートの
作成の仕方がよくわからなかったという回答がみられたた
め、受講者レポートの作成の仕方を説明した作成要領を、
よりわかりやすく改訂することとした。
　また、②については、事前学習のための配信講義を視聴
する時間がなかなかとれなかったという回答が見られたた
め、配信講義ビデオの内容をより簡潔にし、視聴のための
時間的な負担を軽減することとした。
　③については、研修の趣旨が来所するまでよくわからな
かったという回答がみられたことから、事前に配布する文

書に研修の趣旨を明記するとともに、配信講義ビデオにお
いて研修の趣旨をわかりやすく説明することとした。
　④については、どのように研修を進めていくかがわかり
にくかったという回答がみられたことから、配信講義ビデ
オによって、研修の進め方をわかりやすく説明するととも
に、来所してからのオリエンテーション時にも研修の進め
方について説明することとした。
　⑤については、本研修では、情報手段活用のための知
識・技能を各地域で普及させるための研修企画書を作成す
ることを研究協議の時間の課題としているが、アンケート
調査の回答では、この研修企画書の作成の仕方がわかりに
くかったという回答がみられた。そのため、平成19年度に
おいては、研究協議の時間を増やすとともに、研究所職員
が研究協議の時間に各班に加わって、研修企画書作成の支
援を行うこととした。
　⑥については、平成18年度では、２つの学校への実地研
修を行っていたが、これが日程的に厳しかったという回答
がみられた。そのため、遠方の学校への実地研修を廃止し、
その分の時間を研究協議に充て、研究協議の時間を増やす
こととした。

４．平成19年度研修プログラムの作成
　上述のアンケート調査結果に示されているように、研修
プログラムの構成については、おおむね適切という回答が
多かったことから、講義、演習、実習の構成については、
平成18年度を踏襲することとした。しかし、研究協議につ
いては、時間数を増やすこととした。
　このような方針の下に、平成19年度については、資料６
に示すような講義、演習、実習、研究協議の構成とした。
　また、実施日程案として、資料７に示す案を作成した。

５．アンケート調査項目の改訂
　平成18年度に実施したアンケートの調査項目についても
改訂の必要があると考えられた。
　まず、１）の全体としての満足度についての項目では、
研修の満足度について回答を求めているが、この項目への
回答には、研修プログラムへの満足度だけでなく、生活面
や施設・設備面への満足度など、いろいろな要因が影響を
与えている可能性がある。そのため、満足度ではなく、研
修のねらいに対して実際の研修がどうであったかを尋ねた
方がよいと考えられた。
　また、２）のプログラム内容・編成についての項目は、
プログラム全体について訊いており、プログラムのどこを
改善していけばよいかが、その回答からみえにくい設問に
なっていると考えられた。
　さらに、３）、４）、５）の項目は、研修の支援体制、施
設・設備、生活環境について訊いており、研修プログラム
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や実施方法の改善に直接的に結びつくとはいいがたい。そ
のため、これらはまとめて、ひとつの項目にしてもよいと
考えられた。
　これらの方針により、資料11に示すアンケート調査用紙
に改訂した。

Ⅳ　平成19年度「情報手段活用による教育的
  支援指導者研修」の実施概要について

　平成19年度のカリキュラムに基づき、平成19年度「情報
手段活用による教育的支援指導者研修」を実施した。ここ
では、その実施概要について述べる。

１．研修の概要
　１）受講者
　平成19年度の受講者数は、35名であった。
　２）実施期日
　平成19年９月３日から９月14日までの期間、資料７に示
す日程表に沿って実施した。
　３）研修実施グループ
　研修実施グループ7名によって、研修の運営に当たった。

２．受講者レポートについて
　この研修では、受講者レポートを事前に作成し提出する
ことを求めた。
　受講者レポートでは以下の事項についての記述を求め
た。
　①　情報手段活用に関するこれまでの取組
　②　研修で深めたいこと
　この受講者レポートは、研究協議で利用されるものであ
り、来所後に受講者全員に配付された。
　また、この受講者レポートの提出時に、研究協議の班編
成の参考とするため、下記のキーワードの中から関心の高
い事項について回答することを求めた。
　①　障害に応じた機器利用
　②　教材作成
　③　アクセシビリティ
　④　ＡＡＣ
　⑤　ネットワーク利用
　⑥　その他
　受講者レポートの作成要領は、 資料８に示すとおりで
あった。

３．受講者用Webサイトについて
　この研修では、 平成18年度から、 受講者用Webサイト
を開設しており、来所前から、このサイトを通じて研修に
関するさまざまな連絡事項等についての情報を得られるよ

うにしている。
　受講者用Webサイトについては、来所前、研修受講中、
研修受講後を通じて、受講者が利用できるようにした。
　この受講者用Webサイトの詳細については、 本報告書
の第４章で報告されている。

４．事前学習について
　この研修では、平成18年度から、来所してからの研修を
円滑に受講できるように、配信講義を来所前に視聴するこ
とを受講者に求めている。
　しかし、 平成18年度のアンケート調査への回答におい
て、配信講義を視聴する時間がなかなかとれなかったとの
回答がみられたため、平成19年度については、より短時間

（10分間程度）の配信講義用ビデオを作成した。
　作成した配信講義用ビデオは、下記の２本であった。
　①　研修内容に関するオリエンテーション
　②　 特別支援教育における情報手段活用の意義と研究所

の活動
　受講者は、受講者用サイトにアクセスし、これらの配信
講義を視聴した。
　この事前学習の詳細についても、本報告書の第４章で報
告されている。

５．講義・演習・実習について
　平成19年度の研修の講義・演習・実習の構成は、資料６
に示すとおりであった。
　この資料に示されているように、１）教育及び福祉にお
ける情報手段活用に関する施策についての講義、２）各障
害種別における情報手段活用に関する講義、３）情報手段
活用に関わる重要な事項、４）情報手段活用に関する演習
及び実習、から構成されていた。

６．研究協議について
　研究協議については、受講者レポートにおける関心のあ
る事項についての回答を踏まえて、下記のようなテーマに
よる班を編成した。
　①　機器利用・ＡＡＣ（７名）
　②　教材・ネットワーク（８名）
　③　機器利用・ネットワーク（６名）
　④　感覚障害における機器活用・教材（８名）
　⑤　アクセシビリティ（６名）
　これらの班では、受講者が各学校に戻ってから、どのよ
うに学校あるいは地域に還元するかという観点から、各班
で掲げたテーマに関して校内研修等を実施する際の研修企
画案について検討した。
　これらの班には、研究所の研修実施グループのメンバー
が参加し、各班における研究協議の円滑な運営のための支
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援を行った。
　研究協議の実施内容は、資料９に示すとおりであった。
　各班で協議した内容については、資料10に示す様式で議
事録を作成した。

７．研修成果発表について
　研修期間の最終日に、研究協議の時間に各班で検討した
研修企画案について、班ごとに作成したポスターに基づき
成果発表を行い、受講者間での意見交換の場とした。

Ⅴ　平成19年度「情報手段活用による教育的
　　支援指導者研修」の実施結果と今後の改

善点について　　　　　　　　　　

　平成19年度の「情報手段活用による教育的支援指導者研
修」においては、前述のように種々の改善のための取組を
行った。ここでは、それらの改善点が受講者に対して十分
な効果をあげているかどうかを、受講者へのアンケート調
査の結果から検討し、それを踏まえて今後の改善点として
どのようなことがあげられるかについて述べる。

１．アンケート調査の実施方法
　１）調査対象
　平成19年度の受講者35名を対象とした。
　２）調査実施期日
　アンケート調査は、研修の最終日の平成19年９月14日に
実施した。
　３）調査項目
　アンケート調査用紙は、資料11に示すとおりであり、調
査項目は、１）指導者研修としての意義、２）講義・実習・
演習について、３）研究協議について、４）研修成果発表
について、５）事前学習について、６）受講者用Webサ
イトについて、７）その他、の項目から成っていた。
　４）調査実施手続き
　調査は、受講者に調査用紙を配布し、回答してもらった。
　５）回収率
　平成19年度の受講者数は35名であり、そのうち32名から
回答が得られた。回収率は、92%であった。

２．平成19年度のアンケート調査結果
　ここでは選択枝形式の回答の結果について述べる。 ま
た、各項目の回答における「その理由やお気づきの点など
について、お書きください」という自由記述回答欄への回
答結果は、資料12に示されている。
　１）指導者研修としての意義
　「この研修は、指導者研修として有意義であると思いま
すか」という設問に対する回答の結果は、図２に示すとお

りであった。

図２　指導者研修として有意義か

　２）講義・実習・演習について
　「この研修の講義・実習・演習は、指導者研修として必
要な知識や技術を習得する上で役立つものであると思いま
すか」という設問に対する回答の結果は、図３に示すとお
りであった。

図３　講義・実習・演習について

　３）研究協議について
　「この研修では、研修企画について研究協議を行いまし
たが、この研究協議は指導者研修として有意義であると思
いますか」という設問に対する回答の結果は、図４に示す
とおりであった。

図４　研究協議について
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　４）研修成果発表について
　「この研修では、研究協議での検討を踏まえて、ポスター
発表による研修成果の発表を行いましたが、この研修成果
発表は指導者研修として有意義であると思いますか」とい
う設問に対する回答の結果は、図５に示すとおりであった。

図５　研修成果発表について

　５）事前学習について
　「配信講義の視聴による事前学習は、効率的に研修を進
める上で有効であったと思いますか」という設問に対する
回答の結果は、図６に示すとおりであった。

図６　事前学習について

　６）受講者用Webサイトについて
　「受講者用Webサイトは、研修を円滑かつ効果的に進め
る上で有効であったと思いますか」という設問に対する回
答の結果は、図７に示すとおりであった。

図７　受講者用Webサイトについて

３．平成19年度アンケート調査結果についての考察
　１）指導者研修としての意義
　この研修が指導者研修として有意義であるかどうかにつ
いては、「とても有意義である」という回答が62%、「有意
義である」という回答が38%となっており、これらを合わ
せると100%となっていた。本研修は指導者研修として有
意義であるという評価が得られたということができる。
　２）講義・実習・演習について
　この研修の講義・ 実習・ 演習が指導者研修として必要
な知識や技術を習得する上で役立つものであったかどう
かについては、「とても役立つものである」という回答が
59%、「役立つものである」という回答が41%となってお
り、これらを合わせると100%となっていた。講義・実習・
演習についても、指導者研修として必要な知識や技術を習
得する上で役立つものであったという受講者の評価であっ
たということができる。
　３）研究協議について
　研究協議が、指導者研修として有意義であったかどうか
については、「とても有意義である」という回答が53%、

「有意義である」という回答が41%となっており、これら
を合わせると94%となっていた。また、「どちらかといえ
ば有意義ではない」という回答が６%（２名）となってい
た。このように、研究協議が有意義であったとする受講者
は多いが、その一方で、少数ではあるが、有意義とは思え
なかった受講者がいたことがわかる。
　４）研修成果発表について
　ポスター発表による研修成果発表が指導者研修として有
意義であったかどうかについては、「とても有意義である」
という回答が44%、「有意義である」という回答が50%と
なっており、これらを合わせると94%となっていた。「ど
ちらかといえば有意義ではない」という回答は６%（２名）
となっており、これも少数ではあるが、有意義とは思えな
かった受講者がいたことがわかる。
　５）事前学習について
　配信講義の視聴による事前学習が有効であったかどうか
については、「とても有効である」という回答が22%、「有
効である」という回答が66%となっており、これらを合わ
せると88%となっていた。「どちらかといえば有効ではな
い」という回答は12%（４名）となっており、少数ではあ
るが、配信講義の視聴が有効とは思えなかった受講者がい
たことがわかる。
　６）受講者用Webサイトについて
　受講者用Webサイトが研修を円滑かつ効果的に進める
上で有効であったかどうかについては、「とても有効であ
る」という回答が66%、「有効である」という回答が31%
となっており、これらを合わせると97%となっていた。ま
た、無回答が３%となっていた。受講者用Webサイトの開
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設は、受講者から有効であるという評価を得ているという
ことができる。
　７）まとめ
　上記のように、平成19年度の研修については、受講者か
ら高評価を得ているということができる。しかし、特に、
事前学習については、配信講義の内容について、さらに有
効なものとするよう検討が必要であると考えられる。

４．今後の研修における改善点
　１）事前学習について
　配信講義については、視聴することにより来所後の研修
が円滑に行えたとする意見が多いが、さらに内容の充実を
図っていく必要があると思われる。今後は、受講者にとっ
て視聴にかかる時間的な負担が少なく、しかも内容面につ
いては一層の充実を図っていく必要があると考えられる。
　２）研究協議について
　研究協議については、受講者ひとりひとりの興味・関心
が異なるため、 各班における協議が十分に自分の満足の
いくものでなかったと感じた受講者がいたことが推察され
る。今後も、受講者の興味・関心に沿った班編成について
検討していくとともに、研究所職員による支援体制につい
ても検討を行っていく必要があると考えられる。
　３）研修成果発表の在り方について
　研修成果発表会については、 多くの受講者が有意義で
あったと回答していたが、少数ではあるが有意義と感じな
かった受講者もいた。平成19年度はポスター発表形式によ
る成果発表会を実施したが、研修成果発表会の持ち方につ
いては、どのような形式の成果発表会が適切かについて、
さらに検討を行っていく必要があると考えられる。
　４）受講者用Webサイトの活用について
　受講者用サイトは多くの受講者から有効であるという回
答を得た。受講者用Webサイトの開設は、受講者への各
種連絡や受講者間の情報共有等において有用であると考え
られ、今後の研修における活用の拡がりが期待される。今
後、研究所のさまざまな研修における活用について検討し
ていく必要があると考えられる。

Ⅵ　おわりに

　本稿では、平成19年度「情報手段活用による教育的支援
指導者研修」の研修企画の取組と、その実施結果について
報告した。この研修では、研修実施後のフォローアップの
取組も実施しているが、その取組の実施結果については、
第６章で報告されている。
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第４章　研修支援ツールの活用

　この章では、研修支援ツールの活用について述べている。ここでは、まず、１） 研
修用コンテンツの蓄積と活用を支援するためのシステムについて報告し、次に、２） 
事前学習及びフォローアップにおける研修支援ツールの活用について報告している。
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Ⅰ　国立特別支援教育総合研究所での取組

　国立特別支援教育総合研究所で実施されている、情報手
段活用による教育的支援指導者研修において、平成18年度
より研修を３つのステージに分け、それぞれに受講者が参
加するタイプを試行した。
　第１ステージ　動機づけと予備知識
　第２ステージ　研究所での本研修
　第３ステージ　 eラーニングの手法による主体的な研修

継続
　第１ステージ（事前研修）では、基礎的な内容の講義を
ネットワーク配信する。また、第２ステージ（本研修）で
活用する電子会議室を開設し、講義受講やレポート提出な
どで活用を始める。
　第２ステージでは、日々の研修記録や継続的な議論等を
ポートフォリオとしての電子会議室を活用して行う。企画
案を検討していくための問題解決の場としての講義や実習
を受講する。また、研究協議や企画演習、自主研修の時間
を利用し、研修企画を検討する。そして最終的に研修企画
書を提出し、発表を行う。
　さらに第３ステージでは、フォローアップ研修と位置づ
け、情報交換を電子掲示板で継続的に行う。

１．平成18年度の取組
　平成18年度は、CMS（Contents Management System）
の一種であるXOOPSをカスタマイズしてeラーニングシス
テムとして利用した。 研修中に収集した情報を研修員の
間で共有するためのフォーラム機能が好評だったようであ
る。
　第１ステージは、 本研修にむけた動機づけと予備知識
習得を目的に計画した。 具体的には、 電子会議室に設置
された事前講義のコーナーに、 ３つの講義ビデオとオー
ディオ視聴のための配付資料を配置した。 講義ビデオは
Windows Media Video形式で配布した。 オーディオは
mp3形式で携帯型オーディオプレイヤーに対応した。 ま
た、資料は、PDF形式とした。
・ コンテンツマネージメントシステム（CMS：Content 

Management System）について
　テキストや画像などのデジタルコンテンツを統合的に管
理し、配信など必要な処理を行うシステムの総称。コンテ
ンツ管理システムとも呼ばれる。
・XOOPSについて
　日本で人気のあるCMSの一種。前述のフォーラム機能
は、XOOPS本体の機能ではなく、追加してインストール
するモジュールとして提供されている。同様に、数多くの
モジュールがインターネットで提供されており、これらを
選択して組み込むことによって機能を拡張することができ
る。

２．平成19年度の取組
　平成19年度は、CMSであるXOOPSを基に教育機関向け
に開発されたLMS（Learning Management System） の
NetCommons をeラーニングのシステムとして利用した。
しかし、今回の取組では、カリキュラムと同期した評価
など、LMSとしての機能を十分に活用したとはいえず、
CMSとしての活用にとどまった。LMSとしての機能を十
分に活用するためには、評価項目の設定や、質問があった
場合に誰が対応するか等、次年度以降に向けて検討すべき
ことも多い。
・NetCommonsについて
　平成17年８月にGPL（General Public License） オープ
ンソース・ソフトウェアとして公開、NetCommons公式サ
イトより配布されている情報共有基盤システム。XOOPS
を基にｅ-ラーニング機能およびグループウェアの機能を
強化して構築された。NetCommonsではXOOPSにはない

「ルーム」 という概念を持つ。「会員のプライベートルー
ム」「授業用ルーム」といった仮想空間が実現されている。
・KNOPPIX for NetCommons について
　平成19年度の情報手段活用による教育的支援指導者研修
の参加者から、NetCommonsのようなｅ-ラーニングやコ
ミュニケーションのサイトについて研修のテーマにした
いという希望があったので、KNOPPIX for NetCommons
を利用した実習を行った。KNOPPIX for NetCommons
は、 １枚のCD-ROMからパソコンを起動するだけで、
NetCommonsのサイトを作ることができるLinuxのディス

研修用コンテンツの蓄積と活用を支援するためのシステムについて

渡邉　正裕
（教育研修情報部）
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トリビューションである。NetCommonsは従来PC-UNIX
をインストールしてあるパソコンにインストールして運用
するが、パソコンにPC-UNIXをインストールするには様々
な知識が要求されるため、誰もが簡単にNetCommons を
インストールして試すことはできなかった。KNOPPIX 
for NetCommons を使用すれば、PC-UNIXの知識なしに
NetCommonsのサイトを作って試すことが出来る。 ある
研修グループは、「学校要覧型ホームページからの脱却 双
方向情報ネット型学校サイト」というテーマでレポートを
まとめ、ポスター発表を行った。

Ⅱ　eラーニングの動向

１ ． カリフォルニア大学バークレー校の取組（英語教育
ニュースより引用

　http://www.eigokyoikunews.com/news/20071011/12.
shtml）
　カリフォルニア大学バークレー校（アメリカ・カリフォ
ルニア州）は、同校の講義を動画共有サイトYouTube で
配信開始した。大学の全講義をYouTubeで公開するのは、
同校が初めてで、現在300時間以上もの講義が無料で試聴
可能。講座の内容は、バイオエンジニアリングから、平和
紛争論、未来の大統領のための物理学など様々な分野に及
ぶ。同校では、これからも配信する講座を増やしていく予定。
　同校はこれまでも授業内容の公開に積極的で、2006年に
は音声によるポッドキャスト配信を開始。アップル社の音
楽、 動画配信サービス「iTunes」 でも講義を無料配信し
ていた。
・YouTubeについて（IT用語辞典e-Wordsより）
　2005年２月に設立された米ネットベンチャーYouTube
社が運営する、動画コンテンツ共有サイト。会員登録を
することによって誰でも容量100MB、 再生時間10分以内
の動画ファイルをアップロードし公開することができる。
YouTubeで公開された動画ファイルは会員登録をしてい
ないユーザでも無料で閲覧することができる。閲覧したい
動画のキーワード検索も行うことができ、 会員登録した
ユーザはさらに閲覧した動画に対するコメントを投稿した
り、動画を5段階で評価したりといったこともできる。
・ポッドキャスト（Podcast）について
　インターネット上で音声データファイルを公開する方法

の1つ。Webサーバ上にマルチメディア・データファイル
（音声データ・動画データなど）をアップロードし、RSS
を通してWWW上に公開すること。自由なペースや、自由
な場所で学習ができるという利点がある。

２ ．国内６大学が講義をネット公開（IT media Newsよ
り引用

　http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0505/13/
news080.html）
　東京、東京工業、京都、大阪、早稲田、慶應義塾の6大
学は、講義情報のネット公開を進める組織「日本OCW連
絡会」を設立し、このほどWebサイトを開設。情報公開
を始めた。講義のシラバスや資料などを無償公開し、大学
外への情報発信や大学教育の質の向上につなげる。
　大学の講義情報をネットで無料公開して世界中の人に
使ってもらおうと、米マサチューセッツ工科大学（MIT）
が2002年に始めた「Open Course Ware」（OCW）に賛同
して企画した。MITの講義情報ともリンクする。
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Ⅰ　はじめに

　平成18年度情報手段活用による教育的支援指導者研修よ
り活用を始めた研修支援ツールの活用については、「情報
手段活用による教育的支援指導者研修におけるeラーニン
グ活用」１）においてその主旨や活用の実際について述べて
いるところである。それをふまえた上で平成19年度情報手
段活用による教育的支援指導者研修を計画・実施するにあ
たり、情報通信ネットワークによる研修支援ツールの活用
と来所しての演習を組み合わせた受講者参加型のカリキュ
ラム構成を行うことを確認し、下記のような３部構成を基
に研修を実施した。
　・事前（第１ステージ）事前学習と研修の準備
　・研究所での研修（第２ステージ）本研修
　・ 事後（第３ステージ）e-learningの手法による主体

的な研修継続

図１　研修の流れのイメージ

　前年度の同研修の結果から、第１～３ステージともメ
ディアの特性に応じた利用をすれば、研修支援ツールは受
講者の参加度を高め、演習等を実施する上で、有効に機能
することが明らかになった１）。そこで、今年度は、研修カ
リキュラムと研修支援ツールの設定等の内容を、昨年度以
上に関連をもたせるなどの検討を加えた。
　研修支援ツールの構築にあたっては、 独自の電子会議
システムをWeb上に構築するのではなく、CMS(Content 

Management System) を採用して、研修後の普及につな
がることを意識したものとした。
こうした研修支援ツールを活用することの有効性を、下記
の点で検討したいと考えた。
　・ 受講者が研修全体を通して問題解決的に活用を進めて

いく中で、研修支援ツールの検討を行うこと
　・ Web上の研修と来所後の講義や演習等の研修の組み

合わせによるブレンデッド型研修のあり方の検討を行
うこと

　ブレンデッド型研修については、東原（2004）により現
職教員研修への適用が報告されている２） が、特別支援教
育に特化したものはみられない。また、こうした研修支援
ツールの検討は、情報通信白書３）やITによる地域活性化
等緊急プログラム骨子４）に述べられているように、社会
的な背景からも求められていることである。
　そこで、19年度本研修で使用する研修支援ツールとして
は、新井（2006）により次世代情報共有基盤システムとし
て開発されたNetCommons５） を使用することとした。そ
の特徴については、（１）研修用コンテンツの蓄積と活用
を支援するためのシステムの構築についてにおいて述べて
いる通りであるが、受講者の立場からは、研修終了後各地
域において特別支援教育を推進する上で、特別支援学校の
センター的機能を推進するツールとしての活用も期待でき
ることから、一般的なCMSよりも教育利用を前提に設計
されたものとしてNetCommonsを採用した。
研修支援ツールとしてのNetCommonsの設定は、 研修カ
リキュラムとの関連から下記のような構造をとった。

図２　グループウェアに設定した電子会議室等

事前学習及びフォローアップにおける研修支援ツールの活用について

太田　容次
（教育研修情報部）
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　トップページには、連絡事項を表示し、表示された内容
は、あらかじめ設定された受講者のメールアドレスにメー
ルマガジンとして自動配信される。なお、本研修支援ツー
ルは、あらかじめ配布されたIDとパスワードで、トップ
ページよりログインする形態をとっている。
　MyRoomは、 各自が自由なエリアとして使用可能であ
るが、今回は、研修期間が短いことと、特に使用を勧めな
かったためにその機能を使用する受講者はいなかった。
　本研修全体を通して活用するのが、GroupRoomである。
その中に研修室と談話室を設置した。研修室は、研修に関
係する内容を主なテーマと設定して、電子会議室とファイ
ル共有のためのフォルダを配置した。研修室内の研修フォ
ルダは、第１ステージの講義配信用ファイルを配置し受講
者が事前に視聴出来るようにしたほか、特に第２ステージ
以降では、フォルダの設置も含めて受講者が自由に活用で
きるファイル共有フォルダとした。さらに研修室内の電子
会議室は、班ごとに行う演習ための研修室（第１～５）と
して設置した。また、談話室は、受講者が各種情報交換等
を自由に行えるスペースとして設置した。

Ⅱ　研修支援ツールを利用した事前学習の
実施について　　　　　　　　　

　事前学習（第１ステージ）では、電子会議室（研修室を
中心に）を活用して研修全体の導入等を行った。
　まず事前学習として講義配信を行った。 準備した講義
は、以下の２本である。なお、講義で使用したスライドと
同じものを資料としてほとんどのパソコンで閲覧印刷可能
なPDF形式で配布した。
　・研修内容に関するオリエンテーション（時間６分36秒）
　・情報手段活用の意義と研究所の活動（時間10分51秒）
　受講者は、事前学習の期間（約40日間）に、研修内容と
進め方を説明したオリエンテーション（のべ373回視聴）
と情報手段活用による教育的支援の概論と研究所の活動

（のべ440回視聴）の２本を視聴した。そののべ視聴回数か
ら受講者は一人あたり複数回視聴していることが伺える。
　また、昨年度は電子メールかファックスで提出を求め
ていた事前レポートを、 その提出先として電子掲示板の
GroupRoom内の研修室に設置した研修フォルダを指定し、
各自がファイルを登録するよう連絡した。ほぼ全員が決め
られた期日に所定の方法で登録を終えることが出来た。こ
れは、受講者のネットワークに関する基本的なスキルの高
さを示していると考えられる。
　さらに、来所後の研修でのコミュニケーションを活発に
するために、 電子掲示板で自己紹介などのメッセージ交
換を促した。具体的なコミュニケーション内容の例を挙げ
ると、研究所前の海岸の風景の写真を添えた書き込みがあ

り、それに対する感想と研修に対する意気込みが次々と書
き込まれ、18名の参加者の意見交換が行われた。
　なお、第２ステージにおけるツール利用の詳細について
は、後述しているので、ここでは詳細に述べない。

Ⅲ　電子会議室を利用したフォローアップについて

　研究所での研修（第２ステージ）を終え、フォローアッ
プとして電子会議室での受講者相互の情報交換を支援し
た。昨年度の研修では、第２ステージ終了後より徐々に
メッセージ交換数が減少していったため、 今年度は、
NetCommonsの電子メール配信機能を活かし、 定期的に
メールマガジンとして情報提供を行うこととした。メール
マガジン発行に際しては、第２ステージ期間中に受講者を
対象として、電子メール利用に関する聞き取り調査を行っ
た。その結果、学校に勤務する受講者は、日常的な電子
メールの利用を行っていないことが多いことが明らかに
なったため、携帯電話でのメール受信を可能としての配信
を実施した。第３ステージでは約３ヶ月間で６回の配信を
行った。その内容は、電子会議室内でのやりとりのトピッ
クを伝えることが主であった。

表１　９月19日以降の情報交換数
（第３ステージ新規書込／全期間書込）

談話室　 13／24スレッド

研修室全体掲示板 6／17スレッド

研修フォルダ 4／14フォルダ

第1研修室　 1／4スレッド

第2研修室　 5／18スレッド

第3研修室　 1／6スレッド

第4研修室　 1／2スレッド

第5研修室　 1／8スレッド

　第３ステージ期間には、表１に示すように談話室の情報
交換が多く見られた。そのテーマの多くは、研修終了後の
情報交換や実践情報交換、研修実施報告などが主である。
中には、情報提供を求める書き込みも見られた。研修フォ
ルダでは、第３ステージになって新規に４フォルダが作成
され、受講者より情報が提供された。また、研究協議で使
用した各研修室のフォルダについては、教材・ネットワー
クをテーマとした第２研修室のみが第３ステージに移行し
ても継続して使用していることがわかる。その他の研修室
は、事務的連絡が行われる程度で継続的なやりとりはみら
れなかった。
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Ⅳ　研修支援ツール活用の効果について

１．研修支援ツール利用の視点から
　図３に第１ステージを設定した７月25日より12月末まで
の研修支援ツールへのアクセス等に関する受講者35名の一
人あたりの平均を示した。ログイン回数等多くの項目にお
いて来所しての研修である第２ステージを中心に多く利
用されていることがわかる。特にアクセス回数について
は、９月のログイン回数の最大が32.3回となっている。そ
れはアクセスする時間や環境が保障されており、演習等の
研修の中で研修支援ツール活用の必然性があるためと思わ
れる。また、研修室と談話室へのアクセス数も同様に、９
月が群を抜いている。また、講義視聴と事前レポート提出
という課題を課した７～８月はログイン及びアクセスの項
目で、第３ステージの10月以降より多く見られる。第３ス
テージでは、メールマガジンによる定期的な研修支援ツー
ルへのアクセス促進のためか、平均して10月は８回、11・
12月は３回とアクセスが見られる。第３ステージの時期に
複数の研修員へ聞き取りを行ったところ、メールマガジン

はログインへの意欲を促進しているとのことであった。
図３　研修支援ツールへのアクセス等の一人あたり月別平均数

　一方、研修支援ツール内でのやりとりの内容に目を向け
てみると、来所前の第１ステージでは、研修に向けた心
構えも含めた情報提供を求めている受講者が多いように思
われる。それは、電子掲示板への書き込み内容からだけで
はなく、研修終了後の受講者アンケートに同様の記述が多
くみられる。特に、来所しての研修（第２ステージ）の事
前に情報提供を実施することによって多くの受講者は、研
修への不安軽減や主体的な参加につながると評価されてい
る。そうした状況の中で、さらなる改善を求める声が多く
あった。
　また、第３ステージでは、研修室と談話室の双方の電子

会議室で、２週間の研修期間（第２ステージ）で議論しき
れなかった内容の継続や、実践報告や研修成果の還元に関
する情報交換が主な内容として継続的に議論された。受講
者アンケートでも第２ステージ終了後も引き続き継続した
情報交換等を受講者間で求めている意見は多く、研修支援
ツールは有効に機能していると考えられる。

２．研修カリキュラム検討の視点から
　研修カリキュラムの計画段階において、研修支援ツール
の活用と研修カリキュラムとの関連を意識した。そのこと
により、３つのステージを通して、継続的に研修支援ツー
ルとして機能させることが可能となった。
　また、教育機関での利用を前提としたCMSを採用する
ことで、研修支援ツールとしての活用にとどまらず地域で
の活用を前提とした検討が行われた。
　今後研修を支援するためのLMS（Learning Management 
System）としての検討が必要になると考えられる。こう
した各自の研修を管理し、 地域や時間にとらわれないコ
ラボレーションを可能とするシステムを利用することと対
面の研修を組み合わせるなど６）、これまでの教員研修とは
異なるカリキュラム構成も可能になると考えられることか
ら、引き続き検討が必要であると考えられる。
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第５章　研修受講者の立場から

　この章では、「情報手段活用による教育的支援指導者研修」に参加した研修受講者の
立場から、この研修での体験について述べていただいた。まず、平成18年度受講者の
立場から、１）電子会議室を利用した受講後の継続的な研修、２）研修から学んだこ
とを地域でいかに還元していくか、について報告していただいた。次に、平成19年度
受講者の立場から、１）研修の成果を学校でいかに活用していくか、２）受講者の主
体的な研修参加、について報告していただいた。
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Ⅰ　はじめに

　昨年度受講した「情報手段活用による教育的支援指導者
研修」において、受講者の立場から本研修のもたらした効
果について述べてみたい。
　昨年度まで所属していた学校では情報教育部を担当し、
情報機器に関して若干の知識を有していたが、実際に参加
してみると、本研修にはPCのエキスパートを始め、ハイ
テクからローテクまで幅広い教材製作や、子どもの実態に
合わせたフラッシュやアニメーション制作の経験者など、
これまでに自分が経験したことのない分野に詳しい知識を
もつ方々が多く参加されており、自分がやってきたことは
ほんの一部に過ぎないことを肌で感じ、自分にとってとて
も有意義な研修であった。
　ここでは、その研修中に利用した電子会議室での受講者
同士のやりとりを中心に、 従来の研修と本研修との違い
や、研修後に現場に戻って実践したことなどについて述べ
てみたい。

Ⅱ　研修へ向けての取組

１．事前研修の取組
　これまでに受講してきた研修では、研究協議等で使用す

る資料を事前に提出することが多くあったが、 本研修で
は、指導者研修ということもあり、研修を受けたあと、ど
のような形で学校に還元するかについての企画書を提出す
ることが研修の始まりであった。このような研修経験が不
足していたため、研修の実施要項をもらった際にかなり戸
惑いがあった。以前に本研究所で研修経験のある上司の助
言を受けつつ、試行錯誤で企画書を練って提出した。研修
初日には、 提出した企画書をもとに一人ひとり発表があ
り、受講に際しての準備がしっかりできているかを問われ
ているようで、かなり緊張して発表した。
　２週間の研修講座は実際には１か月かけてもいいような
内容の濃いものであり、 消化不良を起こしかねない状況
でもあった。ただし、これは個人差があり、受講者によっ
てはもっと突っ込んだ内容を研修したい場合もあるであろ
う。　
　こういった状況が予想されたのか、本講座の受講者用の
電子会議室が、研修開始前から利用できるようになってい
た。その背景には、本研修講座が「情報手段活用による教
育的支援指導者研修」ということもあり、他の研修に比べ
PCに関しての知識があることを想定されての取組であっ
た。

Ⅲ　電子会議室を利用した取組

１．電子会議室の役割
　電子会議室の役割としては、事前提出資料の送付手段の
ひとつになっていた。その後は、研修に入ってから、各
受講者が自己紹介を書き込んだり、研修中の諸連絡や講義
資料も電子会議室に掲載されたりした。はじめは閲覧中心
だったが、 次第に受講した講義のまとめを自分のポート
フォリオに保存・公開したり、電子会議室上でお互いの得
意分野を生かした情報交換をしたりと、自分の研修内容を
まとめる場として、また情報共有の場として、徐々に利用
の幅が広がっていった。さらに、書き込みした回数が増え
るごとに利用者の呼称が変化するので、次はどんな呼称に
なるのかと受講者同士で話題にしながら書き込みをするこ

電子会議室を利用した受講後の継続的な研修について
－電子会議室での受講者同士のやりとりをとおして－

福島　浩之
（長崎県立希望が丘高等養護学校）

表１　従来の研修と今回の研修との違い

県内での研修 今回受けた研修

事
前
研
修

・ 実施要項に簡単な研
修内容説明

・ 研修中の研究協議用
の資料提出

・ インターネット配信
による事前学習の実
施（配信講義 ビ デ オ
視聴）

・研修後の企画書提出

研
修

期
間

・ 一つの講座で長くて
２～３日

・２週間

そ
の
他

・電子会議室の開設
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ともあった。また、受講者がもっと利用しやすいように、
最新記事をトップページに掲示するなど掲示板も徐々に進
化していった。

２．電子タイマー製作と活用
　２週間の研修では、さまざまな分野のものが組まれてい
た。中でも、電子キットやスイッチ製作は、これまであま
り経験したことのない分野ではあったが、物作りが大好き
だったので、自分でも製作したいと思い、学校に戻ってか
ら、研修の復習も兼ねて、研修期間中に購入した電子タイ
マーやスイッチなどを製作した。中でも電子タイマーは、
研修中に担当の先生が使用されているのを見て、音の出る
タイムタイマーとして利用する場面を想定し、購入して製
作したいと考えていた。　
　製作に取りかかりはじめると、この電子タイマーの製作
は、説明書に描かれている図だけでは理解が難しいことが
あった。そのようなときに、電子会議室を利用して実際の
部品を写真で添付し疑問を投げかけた。研修が終ったばか
りということもあり、回答をすぐにもらうことができたの
で順調に製作することができた。情報を提供してくださっ
た先生方は、これまでも多くの電子キットや手作り教材を
製作しており、適切なアドバイスをいただくことができ
た。
　完成後、実際に作業学習において、集中の持続が難しい
生徒に作業時間を設定して利用を試みたが、 光や音で残
り時間や終了を知らせることで活動の見通しがもて、作業
に集中できるようになった。結果として、この研修で得た
ことを、学校に戻ってすぐに実践に結びつけることができ
た。

３．電子会議室がもたらしたもの
　研修後も、受講者同士で、研修後の近況報告や実際に講
座を開いたこと、受講者が製作した教材の紹介など、とて
もにぎわっていた。研修後は、日を追うごとに利用者が掲
示板に書き込むことは減少したが、掲示板を閲覧している

人は毎日必ずいた。
　研修期間中は電子会議室以外に宿舎で情報交換をしてい
たが、学校に戻った後も、電子会議室を利用していると、
すぐそばにお互いがいるような気がして、実際に受講した
２週間以上の研修効果はあったように感じた。

表３　研修後の電子会議室での利用状況

・研修後の近況報告
・研修企画書を利用して実際に講座を行ったときの報告
・ 受講者が製作した補助具を講座で紹介（情報共有）

　研修で得たものを継続し続けるということが、課題とし
ていつも挙げられる。最終的に電子会議室の利用が減少し
てしまったが、この電子会議室によって受講者同士が結び
つき、一定の期間継続して研修が継続されたこと、また、
この研修を踏まえて、新たな場所に情報交換のための電子
会議室を設け、一部の受講者が現在も継続して情報交換を
していることは、ある程度継続的な研修が達成できたとい
うことができる。

Ⅳ　おわりに

　最後に、研修中に講師の方が言った言葉でいくつか印象
に残っているものがある。ひとつは、日常生活において誰
にでも“困る”場面はあるという考えを常に念頭に置くこと
が重要である。もうひとつは、スイッチ製作において、ス
イッチを押すことが目的ではなく、押すことによって自分
の意志が表出できるということを覚えてもらうことが目的
であることを忘れないでほしいということである。どちら
も当たり前だと言われればそうかもしれないが、ときとし
てそのことを忘れがちになることがあるような気がする。
　研修講座を開く際にも同じようなことがいえると思われ
る。現場の教師がどんなことに悩んでいるのか、あるいは
どんなことを勉強したいのか、どんな情報を共有したいと
思っているのかを想定し、講座を受講することによって現
場でどう展開していってほしいかという目的を明確にする
必要がある。もちろん、受講する側も、もっと研修意欲を
もつ必要があるということが前提ではある。そういった意
味で、今回受講したこの研修講座では、（指導者研修とい
うこともあったのだろうが）受講に際し、研修での目的意
識をもたせるための企画書の作成や研修で学んだことをも
とに研修企画書としてまとめ、最終日にポスター発表を行
い、研修後はその研修企画書に沿って地元で講座を開き、
還元するという理想的な研修形態ができていたように感じ
た。

表２　電子会議室の役割

・事前提出資料の送付先
・パーソナルメモの作成
・事務連絡、講師の資料掲載
・電子会議室にて受講者同士の情報交換
・ポートフォリオに保存・公開
　　　　　　　　　↓
　研修内容のまとめの場や情報共有の場として利用
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Ⅰ　はじめに

　独立行政法人特別支援教育総合研究所での「情報手段活
用による教育的支援指導者研修」で学んだことを、地域で
いかに還元していくかが筆者の課題であった。本稿では、
勤務校にもどってから、研修で学んだことを学校や地域に
還元することをねらいとして取り組んできた実践について
報告する。

Ⅱ　教材製作研修会の実施

　まずは、学校内で肢体不自由児の教材製作や、電子キッ
トなどを用いた教材製作の研修会を実施した（図１）。希
望者の参加という形式で行ったが、それぞれの教員が持っ
ている「こんなことができれば」といった課題を出しても
らい、解決するための道具や電子キットをお互いに知恵を
出し合いながら探し出し、変更を加えながら自主製作をし
ていった。

図１　教材製作研修会の実施風景

　こういった活動を通して、同じ教職員に知識が広がって
行けば、自ずと周辺地域の学校にも広がっていくのではな
いか、また、そのような情報を学校のWebページ上で公
開することで地域への情報提供を行い、今後は、地域での
研修会を開催できるのではないかと考えた。このような活

動によって、学校の「地域のセンター的機能」としての一
面を担えるのではないかと考えた。
　製作研修会で作った教材の一部を紹介する。図２に示す
プリント製版機は、生徒の興味を引くように、押す部分に
スイッチをつけ、音と光が出るようになっている装置であ
る。図３は、20秒間録音できる簡易的な音声録音装置の電
子キットである。

図２　プリント製版機

図３　音声録音装置の電子キット

Ⅲ　学校Webサイトを利用した地域への還元

　研修を受けるにあたり、筆者は、地域の人たちといかに
コミュニケーションを図っていくかといった課題を持って

研修から学んだことを地域でいかに還元していくか

今村　典宏
（福井県立南越養護学校）
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いた。そこで、学校Webサイトを使った地域への情報提
供の取組を行った。テーマは「Web2.0を活用した、生産
者と購入者のコミュニケーションの図り方と、ものづくり
等に対する意欲の向上を目指した学習の在り方について」
であった。
　具体的には、１）作業学習内容のBlogの作成、２）生産
物販売の機会を増やす、３）Webカメラの設置、４）QR
コードの作成、５）メールマガジンの送信、といった取組
を行った。
　まず、 作業学習内容のBlogは、 次のようなものであっ
た。生徒たちが普段の作業学習をこなしていく中で、その
時々の感想や意見などを書きとめ、活動状況の写真ととも
にBlogにアップしていく。また、生産物販売の時期が近づ
くとその情報をBlogに流したりした。
　サイトの閲覧にはIDとパスワードが必要となっており、
このサイトへ利用者を誘導するための有効な手段として、
QRコードを作成し活用している。生産物購入者にQRコー
ドを読み取ってもらうことでIDとパスワードを知らせ、
サイトのアドレスも直接入力されるようになっている。
　こういったBlogの作成を通し、 実際に生徒たちが生産
物を販売した後で、Blogへのアクセス数が多いときには、
生徒たちも非常に喜んでいた。ただ、Blogでは購入者から
のコメントが得にくいといったこともあり、地域の人々と
のより深いコミュニケーションを得るために、今後はBlog
ではなくSNSに移行し、コミュニティといった枠作りの中
で、多くのコメントを得たいと考えている。
　次に、このサイトを立ち上げてから、生産物をつくる過
程をリアルタイムに表示できないか、またそのことで購入
者の関心をより引き出せないか、といった課題が挙がって
きた。そのため、現在は、園芸室にWebカメラを設置し、
花の苗の生育情報を映像で流すといった方法による情報提
供にも取り組んでいる。
　生徒たちは、随時自分たちの生産物（花の苗）を見られ
ているといった意識の中で、活動への真剣さが増してきて
いるように思われる。またこの取組の副産物として、生徒
たちの作業学習の様子を、リアルタイムに保護者に見ても

らうといった使い方もできるようになった。これらの取組
は、園芸室にとどまらず、他の作業学習班でも行っていき
たいと考えている。

図４　作業学習内容のBlog

　さらに、交流の一環として、地域の商業高校生との交流
を、テレビ会議システムを使って、インターネット上で
行った。内容は、作業学習でつくった生産物の委託販売に
関する交渉である。
　このような状況の中、生徒の保護者にも活動の内容を随
時知ってもらうために、保護者のメールアドレスを任意で
提出してもらい、作業学習やBlogの紹介といったメールマ
ガジン配信の取組を始めている。

Ⅳ　おわりに

　以上に述べたような情報提供の取組を通して、生徒たち
が家庭に戻ってからも、保護者と、学校で行っている活動
について、より具体的なコミュニケーションが図れるよう
になることを期待している。さらには、こういった一連の
活動が、地域に開かれた学校づくりとして評価されればと
期待している。
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Ⅰ　はじめに

　独立行政法人特別支援教育総合研究所で平成19年９月３
日から９月14日まで「平成19年度情報手段を活用した教育
的支援指導者研修」が実施され、筆者も受講者の一人とし
て参加した。本研修は「障害のある子どもの情報教育を担
当する教職員で、各都道府県及び政令指定都市において指
導的立場にある者に対して、情報手段活用による教育的支
援（アシスティブ・テクノロジー）等の専門的知識及び技
能を高め、その指導力の向上を図ること」を目的に、「障
害のある子どもに対する情報教育・情報手段活用による教
育的支援（アシスティブ・テクノロジー）等に関する専門
的知識及び技能を高め、各地域で研修を企画・実施するこ
とができる力を身に付けること」を目標とするものであっ
た。教員を対象とした研修であるので、成果を還元する第
一の対象は児童・ 生徒への教育と考えるのが妥当であろ
う。本稿では、研修の成果をどのように学校での教育に還
元していくかを、筆者の勤務校での取組を中心に考えてい
きたい。

Ⅱ　本校の取組について

１．情報コースの概要
　筆者の勤務する大阪府立茨木養護学校は昭和45年に設立
された養護学校で、小学部・中学部では肢体不自由のある
児童生徒を、高等部では肢体不自由及び知的障害のある生
徒を対象とし、平成19年度は171名の児童生徒が在籍して
いる。
　本校の特色としては、情報コースの設置があげられる。
情報コースは「高度情報社会における就業に向けた意欲を
向上させ、障害種別に応じた就業に必要な専門的な知識、
技能を身につけ、積極的に働く態度を育成する。また、情
報機器等の操作方法や職業能力開発を通して社会参加・自
立を目指した学習を行う」ことを目的としたコースとし
て、平成15年度に設立された。その設立の経緯については、

以前に「盲・聾・養護学校高等部のための情報教育ガイド
ブック」の第２章第４節「肢体不自由養護学校における取
組－大阪府立茨城養護学校の実践事例－」１）において紹介
されているのでここでは詳しくは述べない。

２．情報コースの課題
　現在なんらかの対応が必要と考えられる課題の主なもの
は、以下の３つのとおりである。
①　生徒数の増大
　 　情報コース入学者であるが、平成15年度は３名、平成

16年度は４名、平成17年度は７名、平成18年度は５名、
平成19年度は８名と増加傾向にある（中途でのコース変
更者含む）。平成19年度の情報コース在籍生徒数は20名
で、設立以来最多となっている。多くの生徒を迎えると
いうことは情報コースの存在が認知・評価されているこ
との表れであり、好ましいことではあるが、施設設備や
教員の体制などの面で現行の体制ではこれ以上の生徒の
受け入れは難しいと思われる。　

②　生徒の多様化
　 　ここ数年の入学者を見ると、肢体不自由のみを有する

生徒は少数で、 知的障害や発達障害と言った他の障害
や疾患を併せ持っている生徒、学習の遅れや経験の少な
さ、コミュニケーションや対人関係の難しさと言った課
題も併せ持っている生徒が多くみられるようになってい
る。特に広汎性発達障害を有する生徒の認知特性に応じ
た指導法やカリキュラムの検討が課題となっている。ま
た、入学時における情報機器操作についての習熟度も、
それぞれの生徒の興味・関心の所在や中学校での指導と
いった要因によってかなりの幅がみられる。

③　カリキュラムの再構成
　 　設立５年目を迎え、 実践にも一定の蓄積ができた現

在、各学年における教科間の学習内容の連携や３年間を
通してのカリキュラムの系統性について、生徒にどのよ
うな力を付けさせるかという視点から再検討する段階に
あると思われる。特に前述した広汎性発達障害を有する
生徒への指導と、卒業後の進路を踏まえたカリキュラム

研修の成果を学校でいかに活用していくか
－大阪府立茨木養護学校の取組をふまえて－

織田　晃嘉
（大阪府立茨木養護学校）
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の検討が望まれるところである。

３．本年度のカリキュラム
　以上の課題に対応するために、本年度はカリキュラムの
一部について変更を行った。なお、情報コースでは各学年
とも週６時間（２時間を３回）、教科情報の授業を履修す
ることとしている。

表１　平成19年度情報コースカリキュラム

１年 ２年 ３年

情報A 情報B 情報C

情報と表現 コンピュータデザイン 情報実習

情報産業と社会 課題研究 課題研究

　１）情報A
　ワープロソフトや表計算ソフトの活用、 情報モラルな
ど、情報を学ぶ上で基礎となる内容についての学習を行っ
ている。
　２）情報と表現
　ポスターなどのデザインやプレゼンテーションの学習な
どコンピュータを使って表現をするための方法について学
習する。
　３）情報産業と社会
　情報化社会の技術や仕組み、 ネットワークの仕組み、
Webページ作成（HTML）などに取り組む。
　４）情報B
　JPEG、GIF画像の作成や処理、 アニメーションの作成
について学んでいる。
　５）コンピュータデザイン
　コンピュータを使って色彩理論について学習する。　
　６）情報C
　卒業に向けての制作活動に取り組む。それぞれの年度の
生徒の学習進度や興味関心に応じた学習内容を設定してい
る。
　７）情報実習
　２年生までの学習をより深めながら、さらに高度な作品
作りを目指す。それぞれの年度の生徒の学習進度や興味関
心に応じた学習内容を設定する。
　８）課題研究
　それぞれの生徒の興味や関心によって、２年・３年を次
の３つのグループに編成して授業を行う。
　ａ．文書作成⑴
　　 　卒業後の進路でのコンピュータ活用を目標に、ワー

プロソフトや表計算ソフトの活用能力の向上を目指し
ている。

　ｂ．文書作成⑵
　　 　物品製作と販売などグループの生徒全員で力を合わ

せての活動に取り組む。
　ｃ．マルチメディア制作
　　 　動画やWebページなどのマルチメディア作品の制

作を行う。

Ⅲ　授業での取組

１．情報Aにおける取組
　１）文字入力練習について
　当授業では毎授業の最初に制限時間10分でできるだけ多
くの文章を入力する文字入力練習を行っている。文字入力
はコンピュータ活用能力の基礎であり、特に事務職等への
就労を目指す生徒にとっては必須の技能と考えられるた
め、１年を通して文字入力練習に取り組むこととした。そ
の際、生徒の多くは肢体不自由・知的障害・発達障害、も
しくはそれに準ずる障害や認知特性から生じる要因により
テキストの読み取り、コンピュータ操作などそれぞれの段
階において何らかの配慮を必要とする場合が多い。
　情報Aの授業において、それぞれの生徒の実態に応じた
支援を行うことによって、機器活用能力に一定の向上をも
たらすことができたことを文字入力数という指標を使って
紹介したい。
　２）生徒A
　生徒Aは車いす利用の生徒である。体幹の支持性が低い
ため、学習や食事の際には脇までの高さの机に肘をつくこ
とによって体幹の安定と上肢の操作性を確保している。ま
た左腕より右腕の方が麻痺は強い。
　当初はノートパソコンを利用していた（写真１）が、低
い机に肘をつくことにより、腰が引けた状態となり、コン
ピュータ操作に影響が見られた。９月より他の活動に用い
るのと同じように当生徒の脇の高さに合わせた机を用いた
ところ（写真２）、 入力文字数に顕著な変化が見られた。
脇の高さの机を用意したことで体幹の支持性と上肢の操作
性が増した。また、デスクトップパソコンに変更したこと
に付随して麻痺の強い右腕側は手前に、左腕側は奥になる
ようにキーボードを斜めにおくことにより両手を使っての
操作が可能になった。

写真１　　　　　　　　　　写真２
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　入力文字数の結果は、図１のとおりである。机を用意し
たのは第７回目からである。８回目、９回目に入力文字数
の落ち込みがみられるが、10回目以降は入力文字数の増加
がみられている。
　３）生徒B
　生徒Ｂは全般的な能力からみて文字入力数が極端に少な
い生徒であった。文章を読む際に指で行を追うこと、コン
ピュータ操作の際に手順を声に出して確認しながら行うこ
と、プロジェクタで前方・遠方に提示した内容を読み取る
ことに難しさを示すことから、この生徒Ｂには視覚認知や
文章読解に難しさを有していることが推測された。
　そのため、学習障害を有する生徒への指導でもよく用い
られる文字スリット（写真３、写真４）を試してみた。生
徒Ｂも使いやすいと感じたようなので継続的に使用した。
スリットの使用が定着し始めたのは第５回目あたりであ
る。
　図１に見られるように、文字入力数は徐々に増加してい
ることから、テキストの読み取りには文字スリットの利用
が一定の効果を上げていると考えることができる。

　
写真３　　　　　　　　　　写真４

　４）生徒C
　本課題では１行の文字数が30字と規定されている。
　Microsoft Wordのページ設定では「文字数と行数の指
定」において、既定値では「行数だけ指定する」が選ばれ
ている。当課題においては文字数を設定するのみで、行数
は設定の必要がない。そのため、「文字数と行数を設定す

る」を選択し、文字数を30字に設定しなければならない。
　当生徒はこのようなページ設定の方法をなかなか習得で
きず、30字でなく、30行に設定したり、ページ設定自体全
く行っていなかったりという状態がしばらく続いた。ま
た、聴覚情報処理にも困難を有するため、口頭による指示
では設定を指示どおりに行うことが難しかった。
　当生徒への支援方策として視覚支援を行うこととした。
ページ設定方法の手順を説明するプリント（写真５）を作
成し、提示した。プリントを見ながらであれば、独力で指
示どおりにページ設定を行うことができるようになった。

写真５

２．情報A以外の授業での取組
　情報A以外の授業においても同様にそれぞれの生徒の状
況に合わせた個別の支援を行っている。以下にその例を挙
げる。
　１）生徒D　キーガードの使用
　筋力の低下により、 腕を一定時間あげることの難しい
生徒Dに対して使用した。当初はパソコンデスクの段差を
利用して親指を引っかけることにより手を支えて入力して
いた（写真６）が、疲労感も強く、操作性も決して高いと
はいえなかった。そこで、キーガードを活用し、手をキー
ガード上に置く（写真７）ことによって、腕をあげる必要
が無くなり、操作性が増し、疲労感も減少した。
　生徒Dは新しい取組に抵抗感を持つことが多く、学校生
活の他の場面でも一定の効果があると本人が認識しつつ
も、新しい取組であるということから固辞するという局

図１　文字入力数の変化
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面がよく見られる。実際、情報機器利用に関してもマウス
の操作にも困難さを有するので、トラックボールなどを勧
めたが利用するに至らなかった。キーガードのようなこれ
まで使ったことのない機器の利用を受け入れたということ
は、生徒Dにとってそれだけ大きな改善効果を実感できた
からであろう。

写真６　　　　　　　　　　　写真７

　２）どっちもクリップ
　ホームセンターなどで購入できるものであり、フレキシ
ブルなアームの両側が強力なクリップになっており、片側
は机などに固定、反対側で紙などをはさみ、見えやすい位
置に固定するものである（写真８）。視線の移動に困難を
有する生徒には、特に有効と感じる。

　　　　　　　　　　　　
写真８

３．今後の方向性
　機器の導入は支援者が強制するものでなく、利用者が効
果を実感し、使ってみたいと思ってこそ成功するものであ
る。情報コースに入学する生徒でも情報機器利用において
通常の機器を、通常の使い方で利用してきている生徒が大
半である。身体面・認知面に起因する困難さを感じる場合
でもそのまま利用している場合が多い。原因としては①周
囲の支援者が支援の方策を知らない場合と、②通常の使い
方にこだわりを有している場合の二つが多く見受けられる。
　①への対応としては積極的な情報提供も求められるだろ
う。現在、情報機器活用に関しては、様々な機器が開発さ
れ、それぞれ個別の状況に応じて適切な機器を選ぶことが
可能になっているし、より効果的に活用するための方策も
多々考案されている。ただし、それらの機器や利用法が広
く知られているとは言い難い状況である。今後は利用・活
用や機器導入の方策についての支援や実践の蓄積、情報機
器活用全般に関する情報提供をさらに広く行っていく必要
があるだろう。本研修を受講した指導者に当たる人間が取
り組むべき課題のひとつである。

　さらに難しい問題として、②の通常の使用法へのこだわ
りがあげられる。コンピュータはキーボードとマウスで操
作するものだ、もしくは操作するべきだという固定観念や
こだわりを有している場合がある。より効果的な情報機器
の活用が活動の質を上げることになるという視点から個々
の状況に合わせた支援や導入についての方策を考えていく
必要があるだろう。

Ⅳ　研修の成果の還元について

　上述のように、本校では情報手段を活用した広範な取組
を行っている。そして、特別支援教育の本格的な実施を迎
え、支援者である教員は生徒の教育的ニーズを把握し、適
切な指導や必要な支援を行うことがますます求められるよ
うになっている。このような状況にあって、適切な指導や
支援のためにはどのような支援が求められているかを見極
める目と同時に、支援を行うための「引き出し」をどれだ
け多く持っているかも要求されてくる。
　この度の研修では視覚障害教育、聴覚・言語障害教育、
肢体不自由教育、病弱教育、知的障害教育、発達障害教育、
自閉症教育などさまざまな障害の特性や課題、それぞれに
対応した情報手段活用についての知見、アシスティブテク
ノロジーの導入や評価、各種の支援機器やそのフィッティ
ングなどについての知見を得ることができた。
　これらの知見は、一人一人の生徒の情報手段活用に関す
るニーズに対応していくための「引き出し」を豊かにする
上で、大きな意義があったと考えている。今後の本校にお
ける取組において、研修で得られた知見を踏まえて、一人
一人の教育的にニーズに的確に対応していきたいと考えて
いる。

Ⅴ　おわりに

　情報機器活用、特に適切な機器を選定するには一定の知
識や技術が必要である。また、個々の生徒の障害や課題を
考察し、よりよい支援を提供するための知識や技術も必要
となってくる。研修で得られた知見を踏まえて、それらの
知識や技術を学校及び地域に対して効果的に提供し、かつ
継続的に成果を活用してもらうための方策を、今後も積極
的に検討していきたい。

引用文献

１ ）大峠貴弘：第２章第４節　肢体不自由養護学校におけ
る取組－大阪府立茨城養護学校の実践事例－．盲・聾・
養護学校高等部のための情報教育ガイドブック，独立行
政法人国立特殊教育総合研究所，26-36，2005．
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Ⅰ　はじめに

　勤務校では、情報教育をテーマに実践研究として取り組
んできた。確かに、支援機器やパソコンの活用について
一定の成果や有効性が明らかになってきた。しかし、情報
教育を進めるに当たって、私には、マンネリ化と行き詰ま
り感があった。今回の研修では、最新の情報と本校の情報
教育の方向性について何らかのヒントが得られないかとい
う期待を持っての参加であった。この研修への参加を通じ
て、受講者の主体的な研修の参加に関して考えたことにつ
いて述べる。

Ⅱ　学校における取組

　本校では、平成15年度より高等部で普通教科「情報」を
教育課程の中に取り入れ情報教育を進めてきた。「情報」
をカリキュラムの中に入れることに当たっては、その当時
にいろいろな意見が出された。個々の生徒の実態がある中
でパソコンを中心とした情報教育に全ての生徒がなじまな
いこと、社会自立、生きる力ということが当時のキーワー
ドであった。パソコンを使えることが卒業後の生活をより
豊かにしていくのではないか、しかし、パソコン以前に社
会性や自立に向けては、家庭科的な要素を含んだ身辺自立
を重要視すべきではないか、など情報化社会の動向と生徒
のニーズにどこで整合性を持たせるかということや、何を
もって本校の「情報」とするかといったことである。
　こうした議論を通じて、生徒の実態に応じた「情報」の
内容と、どのようにカリキュラムに位置づけていくかを、
表１のように整理していった。

表１　「情報」の内容とカリキュラム上の整理

生活基礎（選択教科）
情報 生活 リズムと体

パソコンの基本
操作から応用と
パソコン検定

被服、 住生活、
食生活など

音楽を用いたリ
ズム活動、 バラ
ンス運動など

　すなわち、生活基礎という選択教科を作り、そこに情報
を取り入れた。さらに「情報」については、生徒の実態か
ら、表２に示すように３コースを設定した。

表２　「情報」の３つのコース

Ⅰ ワープロ検定を取り入れた発展的な内容

Ⅱ パソコンの基礎基本を中心とした内容

Ⅲ パソコンを含めた支援機器を活用する内容

　特に、高等部では「職業教育の充実」という観点から、
資格取得を目指しパソコン検定を取り入れた。合格者がで
るようになり、成果も出てきた。しかし、指導体制やパソ
コン台数等の環境から、３コースを維持するのは難しく、

「情報Ⅱ、Ⅲ」の生徒は０人であり、支援機器を含め幅広
く情報手段活用を行っていくための情報教育の在り方が本
校での課題になってきている。
　高等部では、パソコンを中心とした「情報」であるが、
支援機器を中心に小学部、 中学部における取組も行って
きた。小学部から中学部、中学部から高等部と継続した支
援機器の利用も見られるようになった。情報教育において
は、パソコンやローテクにおける情報支援機器を合わせて
積極的な活用が行われ、小学部から高等部へ向けた一貫性
のある情報教育が実施されるようになってきた。
　高等部においては、資格取得に向けパソコン検定を目指
す内容に絞られるようになってきた。
　支援機器の活用については、朝の会などの挨拶や返事に
活用されることが多く、パソコンの活用は検定に特化して
来ている。しかし、これからは、もっと活用の幅を広げて
いく必要があると感じていた。
　勤務校における取組を通じて、このような課題意識のも
とに研修に参加することになった。

Ⅲ　研修への参加について

１．研修参加までの時期について
　１）事前レポート・事前計画の作成
　今回の研修では、事前のレポートや研修成果の活用等に
おける事前計画を書くことになっていたので、そのことに

受講者の主体的な研修参加について

和田　克彦
（広島県立広島北特別支援学校）
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触れておきたい。
　参加前の事前レポート作成や事前計画を書くに当たって
は、全国から来られる受講者とどのような接点があるだろ
うか、的はずれなことにはなりはしないだろうかなどいろ
いろなことを考え、戸惑いながら仕上げた。
　事前レポートの作成では、漠然としたところから、キー
ワードを頼りに考え、自分なりにテーマが明確になってき
た。テーマを明確にしていく中で、不安を解消するために
さまざまな資料を集めて事前学習を行い、参加に向けた準
備を進めた。
　また、研修成果の活用に関する事前計画書を作成するこ
とは、参加への自覚を促してくれた。プレッシャーと感
じることはなかったが、研修後の計画を立てることは、気
が引き締まる思いであった。この研修は２週間の研修期間
であったが、ある意味では、レポートを書くところから始
まっていたと感じている。
　２）配信講義の視聴による事前学習
　今回の研修で、インターネットの配信を視聴できたこと
は、とても新鮮だった。参加にあたっては、どのような講
師の先生方がおられるのだろうか、どのようなペースで進
んでいくのだろうか、研修内容以上に、講師の先生方の顔
も気になることの一つである。よく講演会などでは、講師
の先生の顔入りで広告されたものがあるが、顔写真入りの
案内は好感が持て、参加者にとっては親しみやすい。
　今回の研修では事前学習ための講義を受講者用Webサ
イト上で視聴することができた。今日の情報機器環境では
不思議ではないが、まさにミッションが届いた感じで、情
報手段活用の研修なのだということを実感させられた。紙
による資料以上に、いろいろな情報を得ることができて安
心感を持てた。
　
２．研修期間中について
　１）講義について
　講義では、多くのプレゼン資料が使われたが、このプレ
ゼンの資料も情報手段活用ということだけあって、 それ
ぞれの講師の個性があふれていて、資料の作り方につい
て、とても勉強になった。飽きさせないようなさまざまな
配慮がなされていたおかげで、集中力を持続することがで
きた。アニメーション的なものや動画を使ってあるものな
ど、プレゼンの資料を見ているだけでも、今後、自分が研
修を主催していく上で参考になり、このような楽しいプレ
ゼンができたらと思いながら受講できた。また、講義と演
習の時間配分も参考になった。　
　２）研究協議について
　研究協議はとても勉強になり、有意義であった。学校に
戻ってから、すぐにでも研修会を開けそうな研修企画案の
ポスターを作成することができたと思う。　

研究協議では、班のメンバー全員が、協議に参加しやすい
ようなテーマを絞れるかが鍵になってくると思うが、付
箋を利用して意見を出し合いながら、テーマを絞り込んで
いった。多くの課題が出されたが、課題をグループ化し意
見を出し合いながらテーマを整理していった。そして、研
修企画案のためのポスター発表のテーマは、「ICTを活用
した発達障害のある子どもの支援」に決まった。
　テーマが決まってから、お互いの困っていることなどを
話し合ううちに、意見が散漫になり方向性を見失いそうに
なったこともあったが、時間をかけるところには時間をか
け、まとめるところはまとめお互いに軌道修正しながらま
とめることができた。
　研究協議は、今回の研修の柱でもあり、それぞれが意見
を発言し、情報を共有することで、主体的な参加につな
がった。メンバーの誰もが意見を発言し、参画できたと感
じた。班としてポスターを作成し、発表を行うことにより、
メンバー間の情報交換もでき、各学校の取組についても知
ることができた。班での討議を通じて、今回の研修の受講
者の目的意識の高さを感じることができた。
　３）受講者用Webサイトの利用
　今回の研修では受講者用Webサイトが利用できたこと
も便利であった。この受講者用Webサイトは、一日の研
修が終わり部屋に帰ってから、その日の講義のまとめや研
修内容についての意見交換などに利用でき、非常に有効で
あった。この受講者用Webサイトは、時間と場所を気に
せずに意見交換ができ、研究協議の準備やスケジュールの
確認には欠かせないものであったと思う。
　講義のプレゼン資料なども、 この受講者用Webサイト
で配信されたので、講義の内容を後で振り返ることがで
き、便利だった。また、受講者用Webサイトの中に設け
られた研究協議の各班の掲示板を利用することにより、受
講者同士の資料交換や情報交換に役立った。
　今回、 受講者用Webサイトを利用し、 受講者同士の意
見交換や情報交換を行ったことは、受講者が主体的に研修
に参加する上で、有効であったと感じた。

３．研修終了後
　研修終了後も、 受講者用Webサイトを引き続き利用す
ることができた。受講者用Webサイトにアクセスすると、
各地に戻った受講者から、早速に教材を作ったという報告
がされていたり、参考になる本やWebサイトの紹介など
の情報が掲載されていたりして、各地に戻ってからの受講
者の活躍を知り、自分も何かできないかと思った。
　受講者が各地に戻って実施した研修会の報告では、画像
もあり、その様子が伝わってきた。「研修を企画して、こ
のような研修を実施しました。」と、報告をしあえる場が
あるということは、お互いの参考になることも多く、刺激
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し合える場として有効な環境だと考える。このように受講
者が各地に戻って実施した研修の取組についての情報が得
られることにより、研修内容もよりよいものになっていく
と考えられる。 研修後にすぐに研修会を開くということ
は、年間行事計画の関係から難しい場合があるので、次年
度の計画を立てるのに参考になると思われる。
　また、受講者用Webサイトには、学会や研修会の案内
なども紹介されていて、次の研修への手がかりを得ること
ができた。 紹介のあった神戸での特殊教育学会に参加し
て、研修時に講師で来ていた先生方に再びお会いすること
ができ、情報交換や意見交換を行うことができた。
　研修終了後、私自身はなかなか研修を計画できないでい
たが、広島県では、「学校行こう週間」という学校公開の
時期があり、学校を地域や近隣校に知ってもらおうという
取組がある。 そこで今回の研修に参加した際に製作した
支援機器を展示し、地域の方々に知ってもらうことができ
た。
　このように、 受講者用Webサイトを利用することによ
り、情報交換が容易にできたことで、研修終了後も情報手
段活用に関する継続した取組ができたと思う。
　情報機器や支援機器の活用においては、最新情報は欠か
せない。そのため、受講者用Webサイトにより、さまざ
まな最新情報を得ることができたことは、情報手段活用を
行っていく上で有意義であると考えられる。

Ⅳ　主体的な研修参加のために

　ここでは、受講者の主体的な研修参加について、マネジ
メントサイクルに基づいて考察してみたい。

１．PLAN（計画）
　事前学習では、 受講者用Webサイトを通じて動画とプ
レゼン資料の両方をみることができ、研修について見通し
を持ちやすいように工夫されていた。封筒に入った資料が
届くより、 受講者用Webサイトによる情報提供は利用し
やすかった。受講者には、この受講者用Webサイトをい
かに主体的に利用して、研修の計画・準備を行うかが問わ
れると考えられる。

図１　事前学習の流れ

２．DO（研修実施）
　研修実施においては、講義資料や受講者間のデータの情
報共有を受講者用Webサイトによって行うことができ、
研修を効率的に進めることができた。

図２　研修実施期間における活動

　研究協議では、講義や演習の内容も盛り込みながら討議
を進めることができた。 討議では実践的な意見交換がで
き、各学校における取組の状況やパソコン等の整備状況な
ども知ることができ、具体性のある検討を行うことができ
た。このことは研修終了後の受講者間の交流にもつながっ
た。

３．CHECK（評価）
　研修における評価は、研修最終日に行われた各班のポス
ター発表がそれに当たると考えられる。
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図３　ポスター発表における評価

　このポスター発表では、単に成果発表というだけではな
く、資料提示の仕方、最新の情報提供、話し方、発表時
間のペース配分など、発表技術についても学ぶところが多
かった。他の班の発表では、いろいろな教材を作ったとこ
ろもあり、刺激を受けた。

４．ACTION（改善）
　今回の研修に参加することにより、情報手段活用の現状
を把握することができたと考えられる。このことを通じ
て、 勤務校での取組を客観的に見ることができるように
なった。講義の中では、日々の教育活動について考えさせ
られる内容も多く、現在取り組んでいる情報教育をとらえ
直す材料も得られたように思う。これらを踏まえて、図４
に示すような手順で、今後の勤務校における情報教育に関
する取組を改善していきたいと考えている。

図４　学校での取組の改善に向けて

Ⅴ　おわりに

　このように、マネジメントサイクルにあてはめてみる
と、自分の教育活動の実践を踏まえて、取り組むべき課題
を明確にしていくことが研修への主体的な参加につながっ
ていくのではないかと思われる。
　今回の研修参加において、私の場合は、勤務校での取組
を通じての課題と校内外のネットワーク化について課題意
識を持っていた。事前レポートの作成を通じてテーマを明
確化することで、主体的な研修の参加につながったと感じ
ている。
　他の参加者においても、研究協議における積極的な発言
から、課題解決に向け、日々取り組んでいる様子がうかが
われた。研修最終日の各班のポスター発表においても、各
班のメンバーの意気込みを感じることができた。
　日々の自分たちの実践について話し合うこと、自分たち
の授業や学校に戻ってからの研修実施などの取組を、受講
者間で積極的に情報交換していくことは、各学校に戻って
からの意欲につながり、次の研修への主体的な参加につな
がって行くのではないかと考える。
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第６章　研修評価方法の検討

　この章では、研修評価方法の検討について述べている。ここでは、まず、平成19年
度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」のフォローアップ調査の結果につい
て報告し、次に、研修評価の課題と今後の研修評価の在り方について述べている。
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Ⅰ　目　　的

　本研修は、障害のある子どもへの情報手段活用による教
育的支援に関する専門的知識及び技能を高め、各地域で研
修を企画・実施することができる力を身に付けることを目
標としている。
　研究所で実施している研修の評価については、研修実施
期間の最終日に、受講者アンケートを実施してきた。しか
し、受講者が、各学校にもどってから、研修の成果をどの
ように生かしているかということについての資料は、これ
まで収集していなかった。
　研究所では、これまでにｅラーニングの活用に関する取
組を行ってきており１）２）、研修後のフォローアップにおけ
るｅラーニングの活用に関する取組も行ってきた３）４）。
　本研究では、これらの取組を踏まえて、受講者が各学校
にもどってから研修の成果をどのように生かしているかに
関する資料を得ることを目的として、研修受講後３か月を
経過した時点で、受講者が各地で校内研修等を実施した事
例があるかどうかについて、フォローアップ調査を行った。

Ⅱ　方　　法

１．調査実施方法
　調査は、研修終了後も引き続き利用できるようにした受
講者用サイトを利用して実施した。フォローアップ調査へ
の協力依頼を受講者用サイトに掲示し、その協力依頼は、
メールによっても受講者に配信された。回答は、受講者用
サイト内に置かれた設問に回答してもらう方式をとった。

２．調査対象
　平成19年度の受講者35名を対象として、調査への協力依
頼を行った。

３．調査実施期間
　調査への協力依頼は、平成19年12月18日に行った。調査

への回答期限は、平成20年１月14日であった。

４．調査項目
　調査項目は、資料13に示すとおりであった。

５．回答数
　18名の受講者から回答が得られた。

Ⅲ　結　　果

１．校内研修等の実施状況について
　「研修後からこれまでの間に、研修したことを生かして、
校内研修等を行った事例がありますか」という設問に対す
る回答結果は、図１に示すとおりであった。

図１　校内研修等の実施状況

　また、実施した研修会等の名称についての自由記述回答
は、資料14に示すとおりであった。

２．受講者用サイトの利用について
　「この研修では、研究所での研修のフォローアップとし
て、受講者用サイトを研修後に利用できるようにしました
が、これは有意義であると思いますか」という設問に対す
る回答結果は、図２に示すとおりであった。

平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研修」の
フォローアップ調査について

渡邉　章 ・ 太田　容次 ・ 渡邉　正裕
（教育研修情報部）
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図２　受講者用サイトは有意義であったか

　また、上記の設問の回答における「その理由やお気づき
の点などについてお書きください」という自由記述回答欄
への回答は、資料14に示すとおりであった。

３．研修全般についての意見・感想
　「その他、情報手段活用による教育的支援指導者研修に
ついて、ご意見・ご感想等ありましたらお書きください」
という設問に対する自由記述回答は、資料14に示すとおり
であった。

Ⅳ　考　　察

１．校内研修等の実施状況について
　図１に示されているように、回答のあった18名の受講者
のうち、７名から校内研修等を実施したという回答が得ら
れた。これは、回答者（18名）の39%にあたる。
　このフォローアップ調査を実施したのは、研修終了後約
3か月を経過した時点であり、受講者が各学校等に戻って
から比較的短期間の間に、研修の成果を生かした校内研修
等の取組を実施している事例があることがわかる。また、
実施した研修会等についての自由記述回答によれば、校内
研修だけでなく、より広域の地域における研修会を実施し
ている例もみられた。
　また、「今後実施する予定がある」 という回答は4件で
あり、すでに「実施した」という回答を合わせると11件と
なっていた。この結果は、研修のねらいのとおり、受講者
が各学校等にもどってから、研修の成果を還元するための
取組を行っている事例があることを示している。

２．受講者用サイトの利用について
　図２に示されているように、回答のあった18名の受講者
のうち、４名が「とても有意義である」と回答し、13名が

「有意義である」と回答した。これらを合わせると17名と
なり、回答者（18名）の94%にあたる。

　この結果が示すように、研修終了後も継続的に受講者用
サイトを利用できるようにしたことは、有意義であるとい
う評価であったといえる。
　自由記述回答においても、受講者用サイトの利用期間の
延長を希望する記述がみられた。受講者用サイトは、研修
終了後における情報共有や意見交換の場として、受講者か
ら有意義であったと評価されたといえる。
　本研修では、このような受講者用サイトの活用を行って
いるが、他のさまざまな研修においても、受講者用サイト
を有効に活用できると考えられる。
　受講者用サイトを活用する場合の課題として、自由記述
回答にもあるが、さらに受講者の利用を活発にするための
手立てを検討する必要があると考えられる。

３．全般についての意見・感想について
　全般についての意見や感想については、研修がよかった
ことについての記述が多くみられたが、「障害別に実施し、
もう少し掘り下げた内容を研修したいと思った」という意
見もみられ、障害種別により深い内容について研修したい
と考える受講者に対して、どのような内容を提供していく
かについて、さらに検討が必要である。

４．まとめ
　本研究では、初の試みとして、受講者サイトを利用して、
研修終了後約３か月を経過した時点で、受講者が各地で研
修を実施した事例があるかどうかについてフォローアップ
調査を行った。その結果、18名の受講者から回答があり、
そのうちの７名から校内研修等を実施したという回答が得
られた。研修終了後の比較的短期間の間に、研修のねらい
のとおり、各学校等にもどって研修の成果を還元する取組
を行っている事例があることが示された。また、本研修で
は、研修終了後も受講者用サイトを継続的に利用できるよ
うにしたが、これについても受講者から有意義であるとい
う評価が得られた。
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　ここでは、 研修評価の考え方について整理するととも
に、 本研究所及び都道府県等の特別支援教育センターで
行っている研修評価の状況や課題をまとめ、今後の研修評
価の課題について考察する。

Ⅰ　研修評価の考え方の整理

１．研修評価の考え方
　ここでは、原　義彦２） が説明している事業評価につい
ての記述を参考に、研修評価の考えを次のように整理した。
①研修評価とは
　研修評価には、 各研修コース等を評価対象とする研修
コースの評価と、それらの総体としての研修事業の評価が
ある。
　研修の事業の評価は、研修事業の構想及びその具体であ
るコース編成等に関わる事業全体の企画とその実施を対象
とする評価である。（以下、「研修事業評価」とする。）
　各研修コースの評価は、研修事業として構成された個々
の研修コースの企画と実施を対象とする評価である。（以
下、「研修コース評価」とする。）
　１）研修事業評価
　　 　研修事業評価は、 研修事業の実施状況や成果を測

定・分析するなどして実態を把握し、事業主体の目的
や目標に照らして、価値的な判断を加えることであろう。

　２）研修コース評価
　　 　研修コース評価は、各研修コースの実施状況や成果

を測定・分析するなどして実態を把握し、各研修コー
スの目的や目標に照らして、価値的な判断を加えるこ
とであろう。

②　研修評価の目的
　研修評価の目的は、目標の設定や計画の策定等の研修の
企画及び研修の実施の改善に生かすためのものである。研
修評価の結果によって得られた資料は、次の研修事業や研
修コースの企画・実施の改善に活用される。

２．研修評価の区分
　研修評価は、何を評価するか、誰が評価するか、いつど
のように評価するかによって区分できる。

①　評価の対象
　研修事業評価であれば、研修事業全体の企画や実施状況
が対象になる。研修コース評価であれば、個々の研修コー
スの企画や実施状況が対象になる。
②　評価者
　研修事業評価は、内部評価と外部評価があり、それぞれ
事業主体である組織による自己評価と組織外の関係者及び
広く一般が評価者となるだろう。
　研修コース評価では、研修企画及び実施担当者、受講者、
受講者の所属機関や派遣元などが評価者となる。
③　評価の方法
　いつどのように評価するかは、研修事業評価、研修コー
ス評価それぞれについて、評価の過程、評価項目や評価指
標に関連付けられ、その方法が検討される。

３．評価の過程
　評価は、企画段階、実施段階、実施後の各段階において
行われることが多い。
①　企画段階の評価
　研修事業評価であれば、研修事業の企画に関するニーズ
のアセスメントが重要となる。
　研修コース評価では、受講対象者の研修ニーズや受講に
係るレディネスのアセスメントが必要となる。
②　実施段階の評価
　研修事業評価であれば、実施計画期間内の実施状況を評
価し、実施状況の確認や計画の修正などの改善を行うこと
になるだろう。
　研修コース評価であれば、研修コースの実施期間中の実
施状況について、受講者や実施担当者による評価を行い、
その確認と必要な改善を行うことになる。
③　実施後の評価
　研修事業評価であれば、実施計画期間の終了にあたる時
期に、期間内の実施状況を評価し、次の研修事業計画の策
定や改善の資料とすることになる。
　研修コース評価であれば、研修コースの終了時、また、
終了後の一定期間などを区切って、受講者、受講者の所属
機関・派遣元などによる評価と研修コースの企画及び実施
担当者による評価を行い、次の研修コースの企画立案や改

研修評価の課題と今後の研修評価の在り方について

松村　勘由  ・  横尾　俊  ・  柳澤亜希子
（教育研修情報部）
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善の資料とすることになる。

４．アウトプット評価とアウトカム評価
　近年、各事業の実施後の評価について、これまでのアウ
トプット評価に加えて、アウトカム評価が求められるよう
になってきた。
　研修事業においても、研修事業計画として立案された事
業が、どのように実施されたかを評価するアウトプット評
価に加え、研修事業として実施したことが、その後、各地
域や各現場にどのような価値的な変化をもたらしたのか評
価するアウトカム評価の視点が必要になっている。
　研修コース評価においても、各研修コースについての参
加者数や受講者の研修状況を評価するアウトプット評価に
加え、受講者が研修終了後に研修の成果を具体的にどのよ
うに地域や現場に還元したのかを評価するアウトカム評価
の視点での評価が求められるようになった。

５．評価項目と評価指標
　何を観点として評価するかを示すのが評価項目である。
設定する評価項目は、 研修事業や研修コースの目標・ 計
画、目的や企画などに沿ったものとなるだろう。研修事業
評価であれば、研修事業の目標・計画にしたがって評価項
目が設定されるであろうし、また、研修コース評価であれ
ば、各研修コースの目的、カリキュラムやプログラム構成
などにしたがって、評価項目が設定されるであろう。
　各評価項目の評価には、評価指標が必要となる。評価指
標は、募集定員に対する受講者数の充足度などの定量的な
評価指標と受講者の研修プログラムに対する満足度などの
定性的な評価指標があるだろう。

Ⅱ　本研究所が行っている研修事業及び
　各研修コースの評価と今後の課題

１．本研究所の研修事業とその評価
①　本研究所が行っている研修事業
　本研究所が実施する研修事業は、 各都道府県等におい
て、指導的な立場にある教職員及び今後の指導的な立場に
立つことが期待される教職員を対象として行っている。
　その目的は、国の教育政策に基づく教育を実施するため
に、各地方公共団体で指導的な立場に立つ人材の養成を地
方と分担して行うこと、国の政策課題、喫緊の課題につい
ての研修を各地方公共団体の指導者を対象に行い、実施の
推進を図ること、地方公共団体で行うことの出来ない研修
を国が行い地方を支援すること等である。
　受講者は、それぞれの研修毎に受講資格を示し、都道府
県等地方公共団体の教育委員会より推薦を受けた者につい
て、理事長が決定している。

　これらの規定は、本研究所が実施する研修事業が、都道
府県等地方公共団体が行う教員研修、各学校で行う校内研
修等との役割を区分するとともに、それらの研修と関連さ
せながら、国として行うべき研修としての位置付けを示し
ている。
②　研修事業の評価
　本研究所の研修事業の評価は、研究所の中期目標・中期
計画に対応し、 その評価項目と評価指標が設定されてい
る。研修事業の評価は、中期目標・中期計画に対する評価
となっている。具体的には、以下のような研修の実施状況
が評価の対象となっている。
　１ ）都道府県等の特別支援教育政策等の推進に寄与する

専門性の向上のために、特別支援教育研究研修員制度
実施すること

　２ ）各障害種別に対応する指導者の専門性の向上のため
に、特別支援教育専門研修を実施すること

　３ ）国の重要な特別支援教育政策や教育現場の喫緊の課
題等に対応する指導者の養成のために各種研修等を実
施すること

　研修評価は、各研修の区分毎にその評価項目と評価指標
が定められ、その総体が研究所の実施する研修事業の評価
として、毎年、事業報告として報告されている。
　本研究所の研修事業の評価項目と評価指標は、概ね次の
ようになっている。以下、今期、中期計画の記述から、研
修区分に共通の内容の主なものを括った。
　１ ）各研修の受講者に対して、研修成果の還元に関する

事前計画書等の作成・提出を求めるとともに、修了直
後又は修了後１年後を目途として、研修の内容・方法
等についてアンケート調査を実施し、平均85％以上の
有意義であったとのプラス評価を確保し、仮に、85％
を下回った場合には、 研修の内容・ 方法等を改善す
る。また、受講者の任命権者である派遣元の教育委員
会等に対して、研修成果の還元に関する事前計画書等
の作成・提出を求めるとともに、修了１年後を目途と
して、研修成果の還元内容・方法等についてアンケー
ト調査を実施し、80％ 以上の受講者が、各地域で行
う研修、研究会等の企画・立案及び研修の講師として
指導的な役割を担っているなどという結果などプラス
の評価を確保する。仮に、80％ を下回った場合には、
研修の内容・方法等を改善するなどとしている。

　２ ）研究所が設定する受講者数に対する実際の受講者の
参加率が85％以上となるようにし、仮に、実際の受講
者の参加率が85％を下回った場合には、次年度の受講
者数の見直し等、必要な措置を講じるとしている。

③　研修評価に関する終了直後アンケート調査の実施
　本研究所が研修の受講者を対象に研修修了時に行ってい
るアンケート調査は、各研修の区分や研修コース毎の違い
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はあるもの基本的には、次のような構成になっている。
　１）評価の目的についての説明
　２）研修コースの受講全体を通しての評価
　３）各研修コースのプログラム構成についての評価
　４ ）各研修コースで設定している講義・演習・研究協議

等の各プログラムの評価
　５）各研修コースの研究所職員の対応や支援体制の評価

　これまで、研修修了時のアンケート調査の様式の改善を
次の観点で進めてきた。

　１）４件法での評価へ変更したこと
　　 　これまで、それぞれの評価項目について、肯定的な

評価から否定的な評価まで５件法で行っていたが、肯
定的でも否定的でもない中間的な評価を避け、評価の
結果をより明確に得ることを目的に、４件法で行うこ
ととした。

　２）評価の目的を明確にし、その趣旨を明記したこと
　　 　これまでのアンケート調査の中に、個人的な見解や

自己評価などの記述が見られ、評価の目的とは異なる
内容が記入されることがあった。そのため、アンケー
ト調査の目的が、受講者個人の研修の状況について自
己評価を求めるものではないこと、研修コース等の改
善のために行うことなどの目的を明記した。

　３）企画趣旨に対応した評価指標を示したこと
　　 　これまで、特定の講義等について、肯定的であった

り、否定的であったりというように、個々の受講者の
知識や経験、教育観などを背景とした記述が見られる
ことがあった。企画された研修が必ずしも個々のニー
ズや思いに対応するものではないことを踏まえ、指導
者を対象とした研修であることなどの各研修の企画趣
旨を示し、その趣旨目的に照らしての評価を求めるな
どの評価の観点を明記した。

④　研修評価に関する修了1年後アンケート調査の実施
　各研修の受講者に対して、修了後１年後を目途として、
研修の内容・方法等についてアンケート調査を、また、受
講者の任命権者である派遣元の教育委員会に対して、研修
成果の還元内容・方法等についてアンケート調査を実施す
ることとしている。現在、アンケート調査項目について、
次のような観点項目で検討が進められている。
　１）受講者に対するアンケート
　　・当初の研修の受講の目的
　　・受講した結果、職務において役立ったこと
　　・研修成果の還元内容・方法
　２）任命権者に対するアンケート
　　・受講者の研修への派遣の目的
　　・研修への派遣の条件
　　・研修目的の達成状況

　　・研修成果の活用状況

２．研究所の研修評価の特徴と今後の課題
　研究所の研修評価は、研究所が設定する受講者数に対す
る実際の受講者の参加率を指標とする定量的な測定を行う
評価と受講者の研修に対する満足度(有意義であったかど
うか）を指標とする定性的な測定を行う評価があり、その
いずれもが研修のアウトプット評価と位置付けられる。一
方、研修修了後に受講者が、各地域で行う研修、研究会等
の企画・立案及び研修の講師として指導的な役割を担って
いるなど研修成果を活用し、地域や学校の教育の向上に寄
与しているかどうかを評価するアウトカム評価が導入され
ている。
　これらの評価は、研究所が行う研修事業の内部評価の結
果として示されるとともに、外部評価を経て公表され、研
究所が行う事業についての説明責任を果たすものである。
　研修事業の具体的な改善に関わる評価については、これ
まで、研修の企画・実施などに関わる様々な観点から、
行ってきた。研修企画担当及び研修実施の各担当部署と各
研修区分毎に担当実施グループにおいて、その時々の評価
の視点で行ってきた。こうしたこれまでの評価の取組を整
理し、評価に関わる様式の整備をすることも検討課題とな
るだろう。

Ⅲ　特別支援教育センターの研修評価の課題

　全国特別支援教育センター協議会（事務局：国立特別支
援教育総合研究所）では、毎年、各地域の持ち回りで全国
大会を実施している。全国大会では、研修の分科会が設定
され、その年のテーマに沿った実践報告と協議が行われて
いる。松村（筆者）が参加した最近数か年の分科会の協議
の中で、研修の評価について、次のような内容の報告や協
議があった。
①　各種研修講座の評価項目と評価指標について
　各種研修講座の募集定員に対する参加率や受講者の修了
後の満足度を評価項目とする。
②　研修評価の結果の反映
　参加率や満足度などを基に評価指標を数値化した指数を
設定して、研修講座を廃止する目安としている。
③ 　政策課題に対応する研修講座の評価
　政策課題に対応する研修講座など、受講者の満足度のみ
で評価することが適切でないものもある。
④　評価に係る事務負担
　研修講座について、各講座の設定内容、各講師の選定な
どを詳細に尋ねるアンケート調査を行っているセンター
があり、その集計・分析のための事務量が膨大になってい
る。（以上、松村が、その内容を整理している。）
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　これらの報告を整理すると次のような課題が見えてく
る。
　研修評価は、受講者の満足度を評価項目・評価指標とす
ることが多いが、結果の分析には、留意する必要がある。
希望研修など、受講者のニーズに対応した研修では受講者
の満足度を指標とすることで、改善につながる評価を得る
ことができるが、政策的な課題に対応した研修などでは、
受講者のニーズとは関わりなく、必要な事項を取り上げら
れることがあり、満足度が低いことについては、その背景
も含めた分析が必要となる。
　評価項目、評価指標を多く設定することでより適切な評
価を得ることができると考えられるが、資料の収集や整理
分析に当たる時間や労力等とのバランスを考え、より効果
的で適切な評価資料の収集が必要ではないか。
　限られた財源と資源を有効に活用するために、研修講座
の改廃が必須であり、そのためは研修評価が重要である。

Ⅳ　今後の研修評価の在り方について

　以上、研修評価の考え方と本研究所及び各都道府県特別
支援教育センターの研修評価について整理した。これらの
整理を踏まえ、今後の研修評価の在り方を検討するための
視点と思われることを以下に示す。

１．研修評価の目的の明確化
　研修の評価の目的は、①実施する事業についての公的機
関としての説明責任を果たすこと、②研修の改善を検討す
るための資料を得ること、③限られた予算を有効に活用す
るための廃止（あるいは、継続、拡充等）を決定するため
の資料とすることなどであり、その目的にそった評価方法
を検討すること。

２．研修事業評価と研修コース評価の区分と関連付け
　研修評価には、研修事業評価と研修コース評価があり、
それぞれの区分に沿った評価、及び相互の関連を検討する
こと。

３．企画評価と実施評価の区分と関連付け
　研修の評価には、企画を観点とする評価と実施の状況を
観点とする評価があり、それぞれの区分に沿った評価、及

び、相互の関連を検討すること。

４．企画・実施・実施後に至る評価の過程の区分と関連付け
　研修には、企画から実施及び評価に至る各プロセスがあ
り、それぞれの段階の評価と相互の関連を検討すること。

５．評価の効率化を図ること
　研修評価にあてる時間と労力及び費用等を視野に入れ、
最小限のコストで的確な情報を得るための評価様式を検討
すること。

６．調査等の分析を的確に行うこと
　調査等の結果がより適切な評価結果に結びつくように分
析の視点を検討すること。

７．評価結果に対する改善策、対応策を持つこと
　評価結果が、研修の具体的な改善に結びつくように、可
能な改善方策を検討すること。

８．研修コースの改廃に関わる評価指標を持つこと
　資源・財源の有効活用の視点から、役割が終わった研修
コースが適切に廃止できるような評価項目と評価指標を検
討すること。

Ⅴ　まとめ

　ここでは、研修評価の考え方や現状について整理し、今
後の研修評価の課題について考察した。
　研修の評価は、それぞれの研修コースで実施されるプロ
グラムを通して実現される教職員の変容として、評価され
ることには違いない。また、加えて、そのことが結果とし
て、地域の教育の向上にどう貢献したか、また、地域の児
童生徒にどのような価値的変容をもたらしたかについても
目を向けていくことが求められるであろう。

参考文献

１ ）独立行政法人 情報処理推進機構：ITスキル標準セン
ター，研修ロードマップ，2006．

２ ）原　義彦：事業評価の技法,生涯学習研究ｅ事典，2007．



第７章　まとめと今後の課題

この章では、本調査研究で得られた知見のまとめと今後の課題について述べている。
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　ここでは、調査研究「障害のある子どもの教育における
情報手段活用についての知識・技能の効果的な普及方策に
関する実際的研究」で得られた知見のまとめと今後の課題
について述べる。

Ⅰ　平成19年度「情報手段活用による教育的
支援指導者研修」の実施結果 　　　

　本調査研究では、平成19年度「情報手段活用による教育
的支援指導者研修」をモデル研修として位置づけ、その研
修企画の取組と実施結果について報告した。
　平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研
修」の研修企画においては、平成18年度のアンケート調査
結果の分析を踏まえて、改善点を明確にした。
　平成19年度の受講者へのアンケート調査では、次の結果
が得られた。
　１ ） この研修の指導者研修としての意義については、

「とても有意義である」という回答が62%、「有意義で
ある」という回答が38%であり、これらを合わせると
100%となっていた。

　２ ）講義・実習・演習が指導者研修として必要な知識や
技術を習得する上で役立つものであったかどうかに
ついては、「とても役立つものである」という回答が
59%、「役立つものである」という回答が41%であり、
これらを合わせると100%となっていた。

　３ ）研究協議が、指導者研修として有意義であったかど
うかについては、「とても有意義である」という回答
が53%、「有意義である」 という回答が41%であり、
これらを合わせると94%となっていた。

　４ ）ポスター発表による研修成果発表が指導者研修とし
て有意義であるかどうかについては、「とても有意義
である」という回答が44%、「有意義である」という
回答が50%であり、これらを合わせると94%となって
いた。

　５ ）配信講義の視聴による事前学習が有効であったかど
うかについては、「とても有効である」という回答が
22%、「有効である」という回答が66%であり、これ
らを合わせると88%となっていた。

　６ ） 受講者用Webサイトが研修を円滑かつ効果的に進
める上で有効であったかどうかについては、「とても
有効である」という回答が66%、「有効である」とい
う回答が31%であり、これらを合わせると97%となっ

ていた。
　これらの結果が示すように、平成19年度「情報手段活用
による教育的支援指導者研修」については、全般的に受講
者から高評価を得ているということができる。しかし、事
前学習については、さらに有効なものとするよう一層の検
討が必要であると考えられる。 （渡邉　章）

Ⅱ　研修支援ツールの活用について

１ ．研修用コンテンツの蓄積と活用を支援するためのシス
テムの構築について

　国立特別支援教育総合研究所における情報手段活用によ
る教育的支援指導者研修における研修を支援するシステム
を構築するにあたり、研修を支援するツールとして、eラー
ニングシステムの現状について調査を行った。研修では、
平成18年度は、CMS（Contents Management System）の一
種であるXOOPSを利用し、平成19年度は、XOOPSを基に
教育機関向けに開発されたLMS（Learning Management 
System)のNetCommons を利用した。 しかし、 今回の取
組ではLMSとしての機能を十分に活用したとはいえず、
CMSとしての活用にとどまった。今後、LMSとしての機
能を十分に活用するためには検討が必要なことも多く残さ
れている。 （渡邉　正裕）

２ ．事前学習及びフォローアップにおける研修支援ツール
の活用について

　本調査研究では、研修支援ツールの活用と来所しての講
義・ 演習等を組み合わせた受講者参加型のカリキュラム
構成を基にした研修において、研修支援ツールの活用を検
討した。事前・事後とも来所研修との関連を高めること
で、研修支援ツールの利用は質・量共に活性化した。今
後、研修を支援するためのLMS（Learning Management 
System）としての検討が必要であると考えられる。
 （太田　容次）

Ⅲ　研修評価について

１ ．平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者
研修」のフォローアップ調査について

　本研究では、初の試みとして、受講者用Webサイトを
利用して、研修受講後約３か月を経過した時点で、受講者
が各地にもどってから研修を企画・実施した事例があるか

研究のまとめと今後の課題
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どうかについてフォローアップ調査を行った。
　その結果、18名の受講者から回答があり、そのうちの７
名から校内研修等を実施したという回答が得られた。この
フォローアップ調査により、研修受講後約３か月の時点に
おいて、研修の成果を各学校等に還元する取組を行ってい
る事例があることが示された。
　また、この研修では、研修終了後も受講者用サイトを利
用できるようにしたが、このことについては、回答のあっ
た18名の受講者のうち４名が「とても有意義である」と回
答し、13名が「有意義である」と回答した。研修終了後の
受講者用サイトの利用は、受講者にとって有意義であると
評価されたということができる。 （渡邉　章）

２．研修評価の課題と今後の研修評価の在り方について
　研修評価の考え方について整理するとともに、本研究所
及び都道府県等の特別支援教育センターで行っている研修
評価の状況や課題をまとめ、今後の研修評価の課題につい
て考察した。
　教員研修の評価は、研修事業で実施されるプログラムを
通して実現される教職員の変容とともに、地域の教育の向
上にどう貢献し、地域の児童生徒にどのような価値的変容
をもたらしたかについても目を向けていくことなどが今後
の課題となった。 （松村　勘由）

Ⅴ　今後の課題

　平成19年度「情報手段活用による教育的支援指導者研
修」では種々の改善を行い実施した。その結果、受講者か
らおおむね高評価を得ることができた。また、今回の取組
で初めて実施した研修終了後３か月時点でのフォローアッ
プ調査の結果、研修受講者が各地にもどってから、校内研
修等で研修の成果を各学校に還元した事例があることが示
された。
　平成20年度においては、障害のある子どもの教育におけ
る情報手段活用に関する内容は、専門研修の中の「重点選
択プログラム」として位置づけられることとなったため、
より短期間で効果的な研修を実施することが課題になると
考えられる。
　そのため、本調査研究における検討を踏まえて、事前学
習のための講義配信や受講者用Webサイトを、 さらに有
効に活用し、 短期間の日程でも十分に効果があがるよう
に、研修の効率的な実施方法を検討していく必要があると
考えられる。 （渡邉　章）



資　　料

ここでは、本調査研究に関する資料を掲載している。
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調査研究

「障害のある子どもの教育における情報手段活用についての

知識・技能の効果的な普及方策に関する実際的研究」

（平成19年度）
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